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千代田区住宅白書の発行にあたって 

 

千代田区では、昭和 30 年代以降、業務地化の進行に伴い一貫した人

口減少が続き、地域コミュニティ衰退の危機に直面しました。この状

況に対して、千代田区は平成 3 年度に住宅基本条例を制定するととも

に「千代田区住宅基本計画」を策定し、多様な人々が居住し活動する

生活都心の形成を目標に、定住人口の回復を図ってきました。 

 その後、都心居住の機運の高まりや住宅の量的な充足といった状況

を踏まえ、平成 16 年度には「千代田区第二次住宅基本計画」を策定

し、直接供給重視の施策から住宅市場や既存ストックの有効活用に向けた施策への転換を

図りながら、住宅・住環境の質的な向上を目指してきました。 

  

千代田区の住宅ストックの状況に目を向けると、住宅総数は昭和 63 年の 15,750 戸を底に

それ以降は増加が続いており、平成 20 年現在 32,470 戸と昭和 63 年当時の倍以上にまで増

加しました。しかし、高齢化社会における居住のあり方や、子育て世帯が安心して住み続

けられる住環境の整備など、区民が住宅や住生活に求める価値や役割は多様化しています。 

さらに、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、安全・安心に向けた防災

力のさらなる向上や、住宅・住まい方における環境負荷低減に対する取り組みなどの重要

性を強く認識させられました。 

このように社会情勢が変化している中で、都心千代田区におけるこれからの住宅政策の

あり方を改めて考えていくためには、住民・企業・行政をはじめ、地域を構成する様々な

主体が連携・協力しながら取り組んでいくことが必要です。 

 

このたび作成した「千代田区住宅白書」は、千代田区住宅基本条例第 23 条に基づき、住

宅・土地及び住環境に関する動向を公表するもので、この白書が、これからの住まいやま

ちづくりについて話し合うきっかけとなり、議論を深める材料として広く活用されること

を期待いたします。 

 

 

平成 25 年 3 月           

千代田区長 石川 雅己 
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はじめに  

 
 

 

 

 

 

 

 

本白書についての基礎的な情報を掲載しています。 

 



 

 2 

は
じ
め
に 

 
 

 
 

１ 本白書について 

 

○本白書は、千代田区住宅基本条例第 23 条の規定に基づき、住宅・土地及び住環境に関する動向を取

りまとめ、公表するものです。 

○出典のうち、「住宅・土地統計調査 特別集計」とは、総務省統計局「住宅・土地統計調査」の調査票

情報を独自集計したものです。 

○住宅・土地統計調査の結果と特別集計の結果とでは、数値や合計が異なります。 

○原則として不詳を除いて分析しているため、合計等が一致しない箇所があります。 

○外国人居住者数の把握には外国人登録人口統計資料及び住民基本台帳を活用しています。人口の定義

の違いや、転出の手続きをしていない外国人が含まれていること等から、国勢調査のデータと異なり

ます。 

○28ページにおける住宅総数は「居住世帯のない住宅数」を含んだものです。その他は「居住世帯のあ

る住宅数」で分析しています。 

○以下の事項は資料編に整理しています。 

 ・本白書における住宅に関する用語の定義、その他の用語解説 

 ・各出張所の管轄地域、地域特性を分析したデータ 

 ・千代田区民世論調査及び本白書作成にあたり実施したアンケート調査の概要 
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第１章  

住まい・まちの現状 

 

 

 

 

 

 

 

千代田区の住まい・まちを取り巻く現状を分析しています。 
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１ 人口・世帯 

  

１－１ 人口の動向 

○人口・世帯の推移 

 

 

人口は、昭和 30 年の 122,745 人から減少が続き、平成 7 年の 34,780 人まで落ち込みましたが、その

後は増加傾向が続いており、平成 22 年現在で 47,115 人まで回復しています。 

世帯数についても、平成 7 年の 14,507 世帯までは減少傾向が続きましたが、その後徐々に増え、平

成 22 年には 25,560 世帯となっています。 

1 世帯当たりの世帯人員は一貫して減少しており、昭和 55 年に 2.60 人と 3 人を下回り、平成 22 年に

は 1.84 人と 2 人を下回りました。 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

図 1 人口・世帯数の推移 

Ｓ30年 35年 40年 45年 50年 55年 60年 Ｈ2年 7年 12年 17年 22年

人口 122,745 116,944 93,047 74,185 61,656 54,801 50,493 39,472 34,780 36,035 41,778 47,115

世帯数 23,420 24,327 20,944 18,847 18,278 21,076 19,717 15,673 14,507 16,285 20,768 25,560

世帯人員 5.24 4.81 4.44 3.94 3.37 2.60 2.56 2.52 2.40 2.21 2.01 1.84

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

0

25,000

50,000

75,000

100,000

125,000

（人口、世帯数） （1世帯当たり世帯人員）

・平成 7年以降、人口・世帯数ともに増加が続いている。 

・1世帯当たりの世帯人員は一貫して減少しており、平成 22 年には 1.84 人／世帯に。 
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○年齢別人口 
 

 

年齢別人口について、平成 2 年・平成 12 年・平成 22 年の 3 時点の国勢調査で比較したものが下図で

す。 

平成 2 年から 12 年までの 10 年間は、区の人口が減少傾向をたどった時期で、この間に区の人口は

3,400 人以上減少しました。この時期には 24 歳以下の層が大幅に減少した一方で、概ね 50 歳以上の各

層が増加しており、少子高齢化の進行が顕著でした。 

平成 12 年から 22 年までの 10 年間は人口が大幅に回復した時期で、この間に区の人口は約 11,000 人

増加しました。60 歳以上の層はこの時期も継続して増加していますが、それを大幅に上回り 25～49 歳

の層が増加しています。また、14 歳以下の若年層の人口も回復していますが、一方で 15～24 歳の次代

を担う層は減少傾向が続いている状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・65 歳以上の高齢者人口だけでなく、25～49 歳の人口も大幅に増加。 

資料：国勢調査 

図 2 年齢別男女別人口 
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○年齢３区分人口 

 

 

高齢化及び年少人口の状況を確認するため、国勢調査による人口を 15 歳未満（年少人口）・15～64

歳（生産年齢人口）・65 歳以上（老年人口）に分類して、その構成比を見たものが下図です。 

経年変化を見ると、老年人口は昭和 55 年の 13.2％から徐々に割合を高め、平成 12 年には 20.9％と

なり、それ以降は徐々に低下しています。年少人口は、昭和 55 年の 15.8％から徐々に低下し、平成 12

年の 9.8％が最小となり、それ以降は徐々に上昇しています。このように、平成 7 年頃までは少子高齢

化の進行が顕著でしたが、平成 7 年以降は年少：生産年齢：老年の各層の比率は概ね 1：7：2 で横ばい

に推移しています。 

 

 

 

図 3 年齢３区分人口の推移 

15.8% 14.7% 12.1% 10.2% 9.8% 10.4% 10.7% 11.4% 10.8%

70.9% 70.8% 71.3%
69.6% 69.3% 69.4% 70.1% 68.2% 69.0%

13.2% 14.5% 16.6% 20.2% 20.9% 20.2% 19.2% 20.4% 20.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成22年 平成22年

15歳未満 15～64歳 65歳以上
東京都 特別区部

 

 

 

 

・平成 7年頃から、年少：生産年齢：老年の比率は 1：7：2 でほぼ変わらず。 

資料：国勢調査 
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○人口の増減の状況 

 

①人口動態 

人口動態について見ると、人口の増減は、平成 4 年からの数年間は大きくマイナスを示し、平成 12

年からプラスに転じて現在に至ります。全体の人口増減に対して自然動態は微増減であり、人口増減に

は社会動態が大きく影響しています。 

 

 

 

②自然動態 

自然動態を見ると、平成 4~14 年は概ね 100 人を超える自然減が続いていましたが、平成 15 年以降

は出生人口増加により自然減が 100 人を下回るようになり、平成 21～22 年は数十人ながら自然増とな

りました。 

 

 

資料：住民基本台帳 

図 4 人口動態の推移 
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資料：住民基本台帳 

H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

出生 233 190 205 194 219 212 209 218 228 240 227 274 283 272 308 341 350 387 381 378

死亡 334 326 379 360 317 370 350 325 366 369 343 356 362 353 393 374 357 353 364 380

自然増減 -101 -136 -174 -166 -98 -158 -141 -107 -138 -129 -116 -82 -79 -81 -85 -33 -7 34 17 -2

図 5 自然動態の推移 
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・平成15年以降は主に社会増の影響により人口増加が続く。 
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③社会動態 

社会動態については、平成 4 年時点で 1,000 人を超える転出超過でした。転入人口については微増を

続ける一方、転出人口は緩やかに減少し、平成 8 年に 4,000 人弱でほぼ同数となって以降、数年間はと

もに横ばいで推移しました。平成 15 年以降は転入者の急激な増加により社会増が拡大し、近年は 500

～1,000 人の社会増が続いています。 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 

H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

転入 3,847 3,586 3,935 3,977 3,995 3,845 3,935 4,202 4,337 4,457 4,222 6,063 5,631 5,819 5,865 5,903 5,700 6,879 5,942 5,955

転出 5,147 5,072 4,511 4,460 3,971 4,203 4,116 4,346 4,136 3,985 3,984 4,114 4,267 4,779 4,806 5,361 5,114 5,833 5,226 5,342

社会増減 -1,300 -1,486 -576 -483 24 -358 -181 -144 201 472 238 1,949 1,364 1,040 1,059 542 586 1,046 716 613

図 6 社会動態の推移 
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１－２ 居住世帯の特徴 

○家族類型 

 

 

①全体の状況 

世帯数を見ると、平成 12～22 年の 10 年間

で約 1.6 倍の増加を示し、平成 22 年現在

25,442 世帯となっています。この間の増加世

帯数約 9,500 世帯のうち、約 6,400 世帯は若

年・中年単身世帯です。 

若年・中年単身世帯が急増している影響で、

ファミリー世帯が全体に占める割合は低下が

続いていますが、ファミリー世帯数も平成 12

～22 年の 10 年間で約 475 世帯増加していま

す。 

また、高齢者世帯（高齢者単身世帯及び高齢

者夫婦のみ世帯）については、全体に占める割

合はほぼ横ばいですが、世帯数は平成 12～22

年の 10 年間で約 1,150 世帯増加しています。 

 

※世帯数に施設等の世帯及び不詳は含まない。 

 

 

 

 

 

②出張所別の状況 

出張所別に家族類型の構成比を見ると、富士

見・神田公園・和泉橋では若年・中年単身世帯

が50％を超えており、神保町・万世橋において

も 40％近くを占めています。 

麹町は他の地域と傾向が大きく異なり、若

年・中年単身世帯が 20%程度にとどまっている

一方、ファミリー世帯が 35.7%と最も大きな割

合を占めています。 

 

 

・若年・中年単身世帯が急増しているとともに、ファミリー世帯や高齢者世帯も増加傾向。 

・平成 22年には全世帯の 44.7％が若年・中年単身世帯に。 

資料：国勢調査 

図 7 家族類型別世帯数 
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資料：国勢調査 

図 8 家族類型別世帯数の割合（推移） 
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計 

図 9 家族類型別世帯数の割合（出張所別） 
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１－３ 居住者の状況 

○昼夜間人口比率 

 

 

昼夜間人口比率（常住人口 100 人当たりの昼間人口）を見ると、昭和 30 年は 403 でしたが、夜間人

口の減少と昼間人口の急増による比率上昇が続き、昭和60年に約2,000となりました。その後、平成7

年の 2,731 まで上昇してからは縮小傾向に転じ、平成 22 年現在で 1,739 となっていますが、依然とし

て千代田区の昼夜間人口比率は突出している状況にあります。 

 

 

 

 

 

東京都 118.4 新宿区 229.9 品川区 144.3 中野区 91.9 板橋区 92.1 

特別区部 130.9 文京区 167.2 目黒区 109.3 杉並区 87.4 練馬区 82.1 

千代田区 1,738.8 台東区 167.5 大田区 98.7 豊島区 148.6 足立区 89.1 

中央区 493.6 墨田区 112.8 世田谷区 92.7 北区 95.8 葛飾区 85.0 

港区 432.0 江東区 119.1 渋谷区 254.6 荒川区 94.3 江戸川区 84.1 

 

資料：国勢調査 

図 10 昼夜間人口比率の推移 
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・平成 7年以降、昼夜間人口比率は縮小傾向にあるが、依然として突出している。 

表 1  昼夜間人口比率の比較 

資料：平成 22 年国勢調査 
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○ひとり親世帯の状況 

 

 

 

ひとり親世帯については、平成 12 年から平成 17 年にかけて約 500 世帯の増加を示し、平成 22 年現

在では 1,815 世帯となっています。 

 所有関係別に見ると「持ち家」が最も多く、ひとり親世帯の半数以上を占めています。また、民営借

家戸数の増加と並行して「民営借家」に居住するひとり親世帯も増加しており、平成 12 年（184 世帯）

から平成 22 年（531 世帯）の間に 3 倍近い増加を示しています。 

全世帯に占めるひとり親世帯の割合は 7.4％で、東京都（7.5％）や特別区部（7.3％）と同等の水準で

す。 

 

 

 

 

 

  

資料：国勢調査 

表 2  ひとり親世帯が占める割合の比較 

 

ひとり親世帯数 全世帯に占める割合 ひとり親世帯数 全世帯に占める割合 ひとり親世帯数 全世帯に占める割合

平成12年 1,308 8.2% 277,335 7.4% 394,272 7.3%

平成17年 1,826 8.9% 307,002 7.6% 440,836 7.7%

平成22年 1,877 7.4% 330,136 7.3% 480,469 7.5%

千代田区 特別区部 東京都

資料：国勢調査 

図 11 ひとり親世帯数の推移 
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・ひとり親世帯数は 1,815 世帯で、全世帯に占める割合は東京都や特別区部と同等の水準。 

・民営借家に居住するひとり親世帯が増加傾向。 
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○高齢者世帯 

 

 

 

①高齢者のいる世帯の状況 

若年・中年単身世帯を中心に高齢者のい

ない世帯が増加している影響で、高齢者の

いる世帯が全世帯に占める割合は縮小傾向

にありますが、9 ページでもみたとおり高

齢単身世帯・高齢夫婦世帯ともに世帯数は

増加が続いています。 

 

 

 

  

 

②高齢単身世帯の状況 

過去 15 年間で 65～69 歳の比率が 4%程

度減少した一方、85 歳以上の比率は 8.5%

上昇しており、高齢単身世帯の中でも年齢

の高い層が増加している状況が読み取れま

す。 

平成 22 年現在の 85 歳以上の高齢単身世

帯の比率は 18.8%であり、東京都（13.0%）

や特別区部（13.1%）と比較して 5%以上高

い状況にあります。 

 

 

③高齢夫婦世帯の状況 

高齢夫婦世帯についても高齢単身世帯と

同様の傾向が見られ、平成 22 年現在の 85

歳以上の高齢夫婦世帯は 10.0%で東京都

（7.2%）や特別区部（7.9%）よりも高い状

況にあります。 

 

 

 

 

 

・高齢者世帯数は増加傾向にあるが、一般世帯総数増加の影響により割合は縮小。 

・東京都や特別区部と比較すると、85 歳以上の高齢者世帯の割合が高い。 

資料：国勢調査 

図 12 高齢者のいる世帯の割合 
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資料：国勢調査 

図 13 高齢単身世帯の状況 
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資料：国勢調査 

図 14 高齢夫婦世帯の状況 
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○障害者数の推移 

 

 

平成 23 年現在の身体障害者手帳所持者数は 1,186 人、知的障害者(児)「愛の手帳」所持者数は 146 人、

精神障害者保健福祉手帳所持者数は 197 人となっています。（精神障害者のみデータは平成 18 年以降） 

 

 

○生活保護被保護者数の推移 

 

平成 22 年現在の千代田区の生活保護被保護者数は 621 人で、1000 人当たり 13.4 人となっています。

保護率については、特別区部に比べ 5～8 ポイント低い値で推移していますが、年々上昇しており、平

成 2 年（4.9‰）から平成 22 年（13.4‰）の間に 2.5 倍以上の数値になっています。 

 

図 16 生活保護被保護者数の推移 
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資料：千代田区行政基礎資料集 

資料：千代田区行政基礎資料集 

図 15 障害者数の推移 
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・身体障害者数は千人から千数百人の間で推移。 

・知的障害者数及び精神障害者数はともに百数十人で推移。 

・保護率は特別区部と比べると低いが、近年上昇し 20 年前の 2.5 倍以上に。 
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○外国人登録者数の推移 

 

 

外国人登録者数については、平成 10～20 年頃にかけて増加傾向が続き、平成 24 年現在で 2,637 人と

なっています。区の総人口に対する外国人登録者数の比率は、平成10年までは約3%で横ばいでしたが、

その後平成 20 年頃までは上昇傾向が続き、平成 24 年現在で 5.2％となっています。 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳、外国人登録人口統計資料 

※外国人登録者数：各年 1 月 1 日現在 

（平成 24 年 7 月に外国人登録制度は廃止され、外国人居住者も住民基本台帳法の適用対象に加えられた。） 

※総人口に対する比率：各年 1 月 1 日現在の住民基本台帳人口に外国人登録者数を加えたものを総人口として算出 

図 17 外国人登録者数の推移 
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・外国人登録者数は平成 10年頃から増加傾向が続き、総人口の 5.2%にあたる 2,637 人に。 
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２ 住宅事情 

２－１ 所有関係別に見た居住世帯の特徴 

 ○住宅の所有関係 

 

①所有関係別世帯数の推移 

住宅の所有関係については、平成 22

年現在、持ち家と民営借家が 9,662 世帯

（40.2%）で並んでいます。 

平成 12 年からの推移を見ると、平成

12 年当時は持ち家が 5 割以上を占めて

いましたが、平成 17 年から平成 22 年の

間に持ち家が約 150 世帯減少した一方

で、民営借家が 5,000 世帯以上の大幅な

増加を示しています。 

 

②所有関係別住宅数（出張所別） 

所有関係別の住宅数を出張所別に見ると、持ち家は麹町が 2,677 戸で圧倒的に多く、割合としては万

世橋（56.9%）のみ麹町（45.8%）を上回っています。最も少ない神田公園では、持ち家は231戸（18.2%）

にとどまっています。 

民営借家についても、実数では麹町の 1,683 戸が最も多いものの、割合で見ると、最も高いのは神田

公園の 70.1%で、次いで和泉橋の 48.6%となっています。 

給与住宅は、富士見（1,304 戸）と麹町（1,142 戸）に集中しており、他は約 50～200 戸とそれほど

多くはありません。 

 

 

 

 

 

 

・近年の民営借家の増加により、持ち家と民営借家が約 4割で並んでいる。 

・持ち家の割合は万世橋や麹町が高く、民営借家の割合は神田公園や和泉橋が高い。 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計（不詳を除く） 

表 3 所有関係別専用住宅数（出張所別） 

公営 ＵＲ・公社 民営 給与住宅

麹町 2,677 3,166 268 73 1,683 1,142 5,843

富士見 1,440 2,974 184 118 1,369 1,304 4,414

神保町 831 1,264 346 0 714 204 2,095

神田公園 231 1,038 108 0 889 41 1,269

万世橋 951 720 0 85 578 58 1,671

和泉橋 1,246 1,660 113 0 1,411 136 2,906

合計 7,376 10,822 1,019 276 6,644 2,885 18,198

麹町 45.8% 54.2% 4.6% 1.2% 28.8% 19.5% 100.0%

富士見 32.6% 67.4% 4.2% 2.7% 31.0% 29.5% 100.0%

神保町 39.7% 60.3% 16.5% 0.0% 34.1% 9.7% 100.0%

神田公園 18.2% 81.8% 8.5% 0.0% 70.1% 3.2% 100.0%

万世橋 56.9% 43.1% 0.0% 5.1% 34.6% 3.5% 100.0%

和泉橋 42.9% 57.1% 3.9% 0.0% 48.6% 4.7% 100.0%

合計 40.5% 59.5% 5.6% 1.5% 36.5% 15.9% 100.0%

戸
数
（

戸
）

割

合
（

％
）

持ち家 借家(計) 合計

資料：国勢調査 

図 18 所有関係別世帯数の推移 
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○世帯人員別世帯数 

 

 

①世帯人員別世帯数の状況 

世帯人員別世帯数については、1 人世帯の割合が平成 7 年の 37.8％から拡大を続け、平成 22 年には

54.4％と全体の半数以上を占めています。 

2 人以上の世帯が占める割合は１人世帯急増の影響により低下していますが、2 人世帯・3 人世帯及び

平成 12 年以降の 4 人世帯も実数は増加しています。 

 

 

②所有関係別世帯数の状況 

 所有関係別世帯数を世帯人員別に見ると、「持ち家」や「公営・ＵＲ・公社」では 2 人以上世帯が約

65％を占めており、1 人世帯は約 35％にとどまっています。一方、「民営借家」や「給与住宅」では 1

人世帯の占める割合が高く、1 人世帯のみで約 60～70％を占めている状況にあります。 

 

 

※「間借り」とは、他の世帯が住んでいる住宅の一部を借りて住んでいるもの。 

資料：国勢調査 

図 19 世帯人員別一般世帯の割合 
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資料：平成 22 年国勢調査 

図 20 所有関係別世帯人員別世帯数 
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・1 人世帯が急増し 5割以上を占める。 

・持ち家は 2人以上世帯の比率が高く、民営借家や給与住宅は 1人世帯の比率が高い。 
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○世帯収入 

 

 

平成 20 年現在、世帯収入は 700～1,000 万円の層が 17.9％で最も多く、また、1,000 万円以上の世帯

で全体の 25％以上を占めています。 

所有関係別では、「持ち家」は所得の高い層の比率が高く、700 万円以上の世帯が約 6 割を占めていま

す。一方、「民営借家」では 500 万円以下の世帯が 5 割強を占めており、300～400 万円と 500～700 万

円の層の比率が高くなっています。また、「公営の借家」は 200 万円未満が 43.8％で特に高くなってい

ます。 

 

 

 

 

                    

表 4 所有関係別収入階級別世帯数 

世帯数 200万円未満
200～

300万円

300～

400万円

400～

500万円

500～

700万円

700～

1,000万円

1,000～

1,500万円
1,500万円～

20,250 1,930 2,150 2,630 1,830 2,860 3,630 2,490 2,730

100.0% 9.5% 10.6% 13.0% 9.0% 14.1% 17.9% 12.3% 13.5%

持ち家 9,090 7.0% 6.6% 8.4% 6.4% 12.3% 21.1% 16.3% 21.9%

公営の借家 960 43.8% 22.9% 17.7% 8.3% 0.0% 7.3% 0.0% 0.0%

ＵＲ・公社の借家 250 8.0% 16.0% 28.0% 12.0% 28.0% 0.0% 4.0% 4.0%

民営借家 6,860 12.0% 12.4% 17.9% 11.1% 17.3% 14.0% 8.5% 6.9%

給与住宅 3,030 1.3% 14.5% 13.2% 12.5% 13.9% 21.5% 14.2% 8.9%

総数

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

・世帯収入は700～1,000万円が最も多く、1,000万円以上の世帯で全体の約25％を占める。 

・持ち家は 700 万円以上、民営借家は 500 万円以下の層がそれぞれ過半数を占める。 
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２－２ 公共住宅居住世帯の状況 

 

①公共住宅戸数 

千代田区における公共住宅の管理戸数は合計 801 戸であり、その内訳は区立住宅 83 戸・区営住宅 267

戸・区営高齢者住宅 73 戸・区民住宅 226 戸・借上型区民住宅 152 戸となっています。 

 

表 5 千代田区が管理・運営する公共住宅（平成 24年 12 月 1日現在） 

施設名 竣工年月 延床面積(㎡) 戸数(戸) 区分計(戸)

区立外神田住宅 昭和46年3月 ＳＲＣ７階 地下１階 2,495.4 60

区立神保町仮住宅 平成6年5月 Ｓ６階 1,222.6 23

区営九段住宅 昭和55年8月 ＳＲＣ９階 地下１階 895.1 12

区営四番町住宅 昭和55年11月 ＳＲＣ７階 地下１階 1,148.8 16

区営一番町住宅 昭和57年9月 ＳＲＣ６階 地下１階 947.0 13

区営内神田住宅 昭和58年4月 ＳＲＣ14階 地下１階 5,647.5 81

区営四番町アパート 昭和61年4月 ＳＲＣ９階 地下１階 3,348.2 38

区営神保町住宅 平成8年3月 ＲＣ４階 233.8 4

区営神保町第二住宅 平成9年3月 ＳＲＣ13階 地下２階 1,756.4 17

区営富士見住宅 平成11年9月 ＲＣ７階 493.4 8

区営西神田住宅 平成11年10月 ＳＲＣ25階 地下２階 2,941.4 30

区営水道橋住宅 平成14年5月 ＲＣ７階 2,586.6 43

区営淡路町住宅 平成16年1月 ＳＲＣ13階 639.4 5

いきいきプラザ一番町高齢者住宅 平成7年3月 ＳＲＣ８階 地下２階 1,179.4 15

神保町高齢者住宅 平成9年4月 ＳＲＣ13階 地下２階 1,383.8 16

富士見高齢者住宅 平成11年9月 ＲＣ７階 1,125.2 21

淡路町高齢者住宅 平成16年1月 ＳＲＣ13階 1,800.1 21

九段さくら館 平成7年8月 ＲＣ７階 地下１階 3,093.3 45

番町さくら館 平成8年5月 ＳＲＣ９階 地下１階 2,414.7 28

西神田区民住宅 平成11年10月 ＳＲＣ25階 地下２階 15,706.0 153

クリダイマンション 平成8年6月 ＲＣ７階 762.3 14

グリーンハイツ富士見 平成8年9月 ＲＣ８階 1,248.9 23

プルミエール一番町 平成9年2月 ＳＲＣ９階 1,065.2 15

センチュリーハウス２１ 平成9年2月 ＳＲＣ８階 795.7 14

鈴重東神田コート 平成9年4月 ＳＲＣ11階 991.7 16

神田ハイム 平成9年5月 ＳＲＣ８階 581.0 11

テルセーロ三鈴 平成10年5月 ＲＣ８階 935.3 14

パリセイド東神田 平成10年8月 ＳＲＣ９階 906.6 16

コンフォートタカシマ 平成11年5月 ＲＣ８階 720.4 12

ＳＨフラット 平成12年8月 ＲＣ11階 1,275.7 17

83

267

73

226

152

借

上

型

区

民

構造

区

立

区

営

区

営

高

齢

者

区

民

 

※「区営神保町第二住宅・神保町高齢者住宅」、「区営富士見住宅・富士見高齢者住宅」、「区営西神田住宅・西神田区民住

宅」「区営淡路町住宅・淡路町高齢者住宅」は各々１棟の住棟。 

※借上型区民住宅は財団法人まちみらい千代田が借り上げて管理・運営している。 

・区が管理する公共住宅は合計８０１戸あり、平成 10年前後に供給されたものが多い。 
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②居住世帯の状況 

ア）世帯人数 

平成 24 年 12 月 1 日現在、区内の公共住宅に居住している世帯は 752 世帯です。全体で見ると、世

帯人員は単身世帯が 251 世帯（33.4％）で最も多く、次いで 2 人世帯が 242 世帯（32.2％）であり、2

人以下の世帯が全体の 65％以上を占めています。区民住宅・借上型区民住宅では、3 人以上の世帯も比

較的多く居住しています。 

 

 

図 21 公共住宅居住世帯の世帯人数別世帯数（平成 24 年 12 月 1 日現在） 
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資料：千代田区 
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イ）年齢 

 居住者の平均年齢について、区営住宅は 56.0 歳・区民住宅は 41.9 歳です。また、区営高齢者住宅の

平均年齢は 81.2 歳であり、入居者の 85％以上が 75 歳以上の高齢者となっています。 

 

 

図 22 公共住宅居住者の年齢（平成 24 年 12 月 1 日現在） 

 

※借上型区民住宅は各区分の居住者数のみ掲載。 
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資料：千代田区 
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○新たな住まい方 

 価値観やライフスタイルの多様化への対応や、新たなコミュニティの形成に向けて、「千代田区第二

次住宅基本計画」では、コーポラティブハウスやコレクティブハウスをはじめとする新たな住まい方へ

の対応を検討課題としました。 

アンケートによると、新たな住まい方について、“今までに経験したことがある住まい方”は「SOHO」

が最も多く、次いで「マルチハビテーション」、「コーポラティブハウス」、「シェアハウス」となってい

ます。 

 また、“今までに経験したことはないが、今後してみたい住まい方”については、「SOHO」が最も多く、

次いで「マルチハビテーション」、「コーポラティブハウス」、「定期借家制度」となっています。 

 これらの新たな住まい方については、今までに経験したことがある人の割合は 0.4%から多くても

6.3％と低いものの、今後してみたいとの回答も 1～3 割程度あり、まずは内容や魅力の周知が課題と考

えられます。 

図 23 新たな住まい方の経験・希望 （ｎ＝区民 240 人） 
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複数の住まい手が建築の専門家とともに共同で住宅の計画をし、各住まい手のニーズに

沿ったオリジナルの共同住宅を建てて住むことができる住まい方。 

コレクティブハウス 
トイレ・浴室・キッチンが付いた各々の住戸の他に、住まいの延長として食堂・共用室

などの共有スペースを持ち、日常生活の一部を共有しコミュニティを育む住まい方。 

シェアハウス 
各々の個室以外のトイレ・浴室・キッチンなどを共有し、日常生活の一部を共有しなが

ら、比較的安く住むことができる住まい方。 

SOHO 自宅を小規模な仕事場とし、通勤せずに自宅で住みながら働くことができる住まい方。 

マルチハビテーション 
平日は職場に近い都心に住み、週末は自然環境に恵まれた郊外に住むなど、複数の地域

に住宅を持ち、行き来しながら住む住まい方。 

定期借家制度 
入居の期限を一定期間に定めることで、良質な住宅に比較的安く住むことができる住ま

い方。 
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資料：区民アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 
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３ 住宅ストック 

３－１ 住宅の建て方 

○住宅の建て方 

25 

 

住宅を建て方別に見ると、一戸建の割合の低下が続いており、平成 7 年には 25.8%を占めていました

が、平成 22 年には 12.6%にまで縮小しています。一方、東京都（30.3%）や特別区部（26.1%）では平

成 22 年現在も一戸建が 4 分の 1 以上を占めています。 

また、共同住宅の割合の上昇が続いており、平成 22 年現在 20,229 戸で 84.2%を占めています。これ

は、東京都（68.1%）や特別区部（72.4%）を 1 割以上上回っており、千代田区の住宅に占める共同住

宅の割合は相対的にも高いものであるといえます。 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

図 24 建て方別住宅数の推移 
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0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成7年

(11,618)

平成12年

(13,819)

平成17年

(18,169)

平成22年

(24,018)

東京都(H22)
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一戸建 長屋建 共同住宅 その他

・共同住宅の割合の上昇が続いており、約 85％を占めている。 
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３－２ 住宅の規模 

○住宅の規模 

 

 

①住宅規模の推移 

住宅の平均規模については、平成 20 年現在、居住室数が 2.97 室、居住畳数が 23.60 畳、延べ面積が

67.58 ㎡となっています。延べ面積は、総数で見ると平成 10 年から平成 15 年にかけて急激に縮小し、

平成 20 年に幾分回復している状況にあります。居住室数・居住畳数は、ともに縮小傾向にあります。 

延べ面積を所有関係別に見ると、持ち家（94.7 ㎡）が借家（45.5 ㎡）を約 50 ㎡上回っています。 

 

 

②1 住宅当たり延べ面積の比較 

千代田区は共同住宅の割合が相対的に高く、一戸建の割合は低い状況にありますが、平均延べ面積は

東京都や特別区部とほぼ同等の水準です。 

 

表 6 住宅規模の推移 

居住室数

(室)

居住室畳数

(畳)

延べ面積

(㎡)

平成10年 3.77 27.50 83.14 11.03 0.66

平成15年 3.13 24.63 64.96 12.15 0.65

平成20年 2.97 23.60 67.58 12.00 0.66

平成10年 4.32 32.02 98.11 12.08 0.61

平成15年 4.09 33.09 88.74 14.38 0.56

平成20年 3.85 31.83 94.72 14.06 0.59

平成10年 2.89 20.20 58.92 9.02 0.77

平成15年 2.34 17.72 45.54 9.83 0.77

平成20年 2.25 16.90 45.49 9.80 0.77

一人当たりの
居住室畳数

(畳／人)

一室当たりの
人員

(人／室)

総数

持ち家

借家(計)

一住宅当たり

資料：住宅・土地統計調査 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

図 25 １住宅当たり延べ面積の比較 
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・平均延べ面積は 70㎡弱であり、持ち家（94.7 ㎡）が借家(45.5 ㎡)を約 50 ㎡上回っている。 

・１住宅当たりの平均延べ面積は、東京都や特別区部と同等の水準。 
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③住宅の延べ面積の状況 

住宅の延べ面積の状況を見ると、70 ㎡以上が全体の概ね 3 分の１を占めています。一方、19 ㎡以下

の狭小な住宅は全体の 9.8%、20～29㎡が 15.5％で、全体の約 25％が 29 ㎡以下の住宅となっています。 

 

 

 

 

 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計 

図 26 住宅の延べ面積の状況 （ｎ=18,200 戸） 

19㎡以下, 9.8%

20～29㎡, 15.5%

30～39㎡, 9.3%

40～49㎡, 11.4%

50～59㎡, 10.6%

60～69㎡, 11.2%

70㎡以上, 32.3%
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○居住水準 

 

 

 

 

①所有関係別居住面積水準の状況 

最低居住面積水準未満の世帯は、総計で 11.0％となっています。これを所有関係別に見ると、持ち家

が 2.7％・借家(計)が 17.8％となっており、両者の間に大きな差があります。 

誘導居住水準以上の世帯は、全体のほぼ半数に達していますが、持ち家は 7 割を超えている一方、借

家(計)では 3 割程度にとどまっており、平均的な居住面積水準について持ち家と借家の間に大きな差が

あります。 

 

 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

図 27 所有関係別居住面積水準の状況 

2.7%

17.8%
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7.1%

14.3%

18.1%

21.9%

11.0%

25.7%

50.2%

52.9%

53.6%

42.9%

48.0%

54.0%

39.2%

71.5%

32.0%

40.2%

39.3%

42.9%

33.9%

24.2%

49.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

持ち家(9,100)

借家(計)(11,180)

公営(1,020)

ＵＲ・公社(280)

民営借家(木造)(70)

民営借家(非木造)(6,790)

給与住宅(3,020)

計

最低居住面積水準未満
最低居住面積水準以上、

かつ誘導居住面積水準未満
誘導居住面積水準以上

資料：住生活基本計画（全国計画） 

※未就学児童（6 歳未満）は 0.5 人として算出 

表 7 住生活基本計画（全国計画）に示す 

         最低居住面積水準及び誘導居住面積水準 

世帯人員 最低居住面積水準 都市居住型誘導面積水準 一般型誘導居住面積水準

1人 25㎡ 40㎡ 55㎡

2人以上 10㎡×世帯人数＋10㎡ 20㎡×世帯人数＋15㎡ 25㎡×世帯人数＋25㎡

2人 30㎡ 55㎡ 75㎡

3人 40㎡ 75㎡ 100㎡

4人 50㎡ 95㎡ 125㎡

5人 60㎡ 115㎡ 150㎡

・最低居住面積水準未満の世帯は全体の約 1割であるが、持ち家（2.7%）と借家（17.8%）の間

で大きな差がある。 

・誘導居住面積水準以上の世帯の割合は、東京都や特別区部よりも 10%以上高い。 
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②居住面積水準の推移（東京都・特別区部との比較） 

平成 20 年現在の最低居住面積水準未満の世帯の割合は 11.0％で、東京都（15.7％）や特別区部（17.4％）

よりも 5％程度低い状況にあります。一方、誘導居住面積以上の世帯の割合は 49.8％で、東京都（39.4％）

や特別区部（37.6％）よりも 10％以上高い状況にあります。 

平成 10～20 年の 10 年間の推移を見ると、千代田区・特別区部・東京都いずれも平成 10～15 年にか

けて最低居住面積水準未満の世帯の割合が下がり、平成 20 年には平成 10 年当時を上回る割合まで上昇

しています。この一因としては、平成 18 年に最低居住面積水準自体が引き上げられたことがあると考

えられます。 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

図 28 居住面積水準の推移（東京都・特別区部との比較） 
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③世帯人員別居住面積水準の状況 

世帯人員別に居住面積水準の状況を見ると、最低居住面積水準を下回る世帯は 2,260 世帯ですが、こ

の約 8 割にあたる 1,840 世帯は単身世帯となっています。言い換えると、単身世帯（9,360 世帯）の約

2 割は最低居住面積水準を下回っています。また、2～4 人世帯では、最低居住面積水準未満はいずれ

も 10％以下です。 

一方、誘導居住面積水準以上の世帯は 8,280 世帯で全体の 47.2％を占めており、単身世帯の 40.9%

（3,830 世帯）がこれに該当しています。また、2～3 人世帯では誘導居住面積水準以上の世帯が 50％

を上回っている一方、4 人以上の世帯では 20～25％程度にとどまっています。 

 

 

④家族類型別居住面積水準の状況 

家族類型別では、最低居住面積水準未満の世帯の割合は若年・中年単身世帯が 21.4％（1,770 世帯）

で突出しており、夫婦世帯やファミリー世帯・高齢者世帯では 5％以下にとどまっています。 

また、誘導居住面積水準以上の世帯の割合は、高齢者世帯で 70％を上回っていますが、若年・中年単

身世帯やファミリー世帯では 40％前後となっています。 

 

 

※各項目の不詳の数が異なるため、所有関係別・世帯人員別・家族類型別で合計等の数値は一致しない。 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

表 9 家族類型別居住面積水準の状況 

世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合

若年・中年単身世帯 1,770 21.4% 3,520 42.6% 2,980 36.0% 8,270 100.0%

若年・中年夫婦のみ世帯 60 3.2% 650 34.8% 1,160 62.0% 1,870 100.0%

ファミリー世帯 220 4.6% 2,440 51.4% 2,090 44.0% 4,750 100.0%

高齢者単身世帯 70 4.0% 290 16.4% 1,410 79.7% 1,770 100.0%

高齢者夫婦のみ世帯 20 1.4% 350 24.6% 1,050 73.9% 1,420 100.0%

その他 100 4.9% 650 31.9% 1,290 63.2% 2,040 100.0%

合計 2,240 11.1% 7,900 39.3% 9,980 49.6% 20,120 100.0%

最低居住面積水準未満
最低居住面積水準以上
誘導居住面積水準未満

誘導居住面積水準以上 合計

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

表 8 世帯人員別居住面積水準の状況 

世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合 世帯数 割合

1人 1,840 19.7% 3,690 39.4% 3,830 40.9% 9,360 100.0%

2人 120 3.1% 1,110 29.0% 2,600 67.9% 3,830 100.0%

3人 80 3.5% 890 39.0% 1,310 57.5% 2,280 100.0%

4人 110 7.3% 980 64.9% 420 27.8% 1,510 100.0%

5人 50 11.1% 310 68.9% 90 20.0% 450 100.0%

6人以上 60 50.0% 30 25.0% 30 25.0% 120 100.0%

合計 2,260 12.9% 7,010 39.9% 8,280 47.2% 17,550 100.0%

最低居住面積水準未満
最低居住面積水準以上
誘導居住面積水準未満

誘導居住面積水準以上 合計
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 ３－３ 住宅の使われ方 

○居住世帯のない住宅 

 

 

①住宅総数の推移と居住世帯のない住宅 

住宅総数については、人口減少が続く中で昭和後期は減少傾向が続き、昭和 63 年の 15,750 戸まで減

少しました。平成に入ってからは増加に転じ、特に近年は大きく増加しており、平成 20 年には 32,470

戸と昭和 63 年の倍以上に達しました。 

 また、「居住世帯のない住宅」の割合が 20％を上回る状況が平成 5 年以降続いており、平成 20 年現

在では住宅総数の約 3 割にあたる 9,600 戸が居住世帯のない住宅となっています。 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

表 10 住宅総数と居住世帯のない住宅数の推移 

昭和53年 58年 63年 平成5年 10年 15年 20年

居住世帯のある住宅(戸) 15,100 16,220 14,050 12,020 12,230 18,470 22,870

居住世帯のない住宅(戸) 4,100 1,390 1,700 3,980 7,790 5,740 9,600

住宅総数(戸) 19,200 17,610 15,750 16,000 20,020 24,210 32,470

居住世帯のない住宅の割合(％) 21.4% 7.9% 10.8% 24.9% 38.9% 23.7% 29.6%

資料：住宅・土地統計調査 

図 29  住宅総数と居住世帯のない住宅数の推移 
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・平成 20年現在の住宅総数は 32,470 戸であり、空き家率は約 25%。 

・空き家のうち腐朽破損のない住宅の割合が約 9割。 
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②居住世帯のない住宅の内訳 

平成 20 年現在、居住世帯のない住宅

の大半は空き家であり、一時現在者のみ

の住宅は 1 割程度にとどまっています。 

 

 

 

 

 

 

      

空き家の内訳を見ると、二次的住宅と賃貸用の住宅の合計で約 8 割を占めています。賃貸用の住宅が

占める割合は、平成 15 年の 55.4％から平成 20 年の 74.3％まで上昇しており、空き家に占める賃貸用

の住宅の割合が高まっています。 

 

 

 

 

③空き家の状況 

空き家率は、平成 10 年の 16.7％から

拡大しており、平成 20 年には 25.8％と

なっています。特別区部や東京都の空

き家率を見ると、平成 10 年以降大きな

変化はなく、概ね 11％前後で推移して

おり、平成 20 年現在の千代田区の空き

家率は、特別区部や東京都の倍以上と

なっています。 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

表 11 空き家の内訳 

二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅

4,570 1,180 2,530 120 730

100.0% 25.8% 55.4% 2.6% 16.0%

8,380 640 6,230 300 1,220

100.0% 7.6% 74.3% 3.6% 14.6%

平成15年

平成20年

空き家総数

図 30 居住世帯のない住宅の内訳 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 
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資料：住宅・土地統計調査 

図 31 空き家数及び空き家率の推移 
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④空き家の腐朽破損の状況 

活用可能な空き家の割合について、空き家の腐朽破損の状況によって確認すると、平成 20 年現在、

空き家の 92.0%は腐朽破損なしとなっており、東京都（82.1%）や特別区部（83.3%）よりも腐朽破損

のない空き家の割合が 1 割程高い状況です。 

 

 

 

 

 

 

表 12 空き家の腐朽破損の状況の比較 

千代田区 中央区 港区 新宿区 特別区部 東京都

空き家総数 Ａ 8,380 24,230 13,920 27,210 544,760 750,300

一戸建て Ｂ 280 420 740 1,900 65,250 100,400

長屋・共同 Ｃ 8,090 23,810 13,190 25,320 479,510 12,700

腐朽破損あり a 670 1,220 2,220 6,480 91,040 134,600

一戸建て b 110 120 250 760 17,150 28,000

長屋・共同 c 570 1,100 1,970 5,730 73,890 3,900

腐朽破損なし d 7,710 23,010 11,700 20,730 453,720 615,700

腐朽破損あり a/A 8.0% 5.0% 15.9% 23.8% 16.7% 17.9%

一戸建て b/B 39.3% 28.6% 33.8% 40.0% 26.3% 27.9%

長屋・共同 c/C 7.0% 4.6% 14.9% 22.6% 15.4% 30.7%

腐朽破損なし d/A 92.0% 95.0% 84.1% 76.2% 83.3% 82.1%

住
宅
数

割
合
（

％
）

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 
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３－４ 建築時期 

○建築時期 

 

①建築時期別住宅数の推移 

近年の住宅供給により建築時期が昭和56年

以降（新耐震）の住宅が占める割合も高まっ

ており、平成 20 年現在で全体の 57.7％（約

13,200 戸）が新耐震の住宅となっています。 

 一方、昭和 55 年以前（旧耐震）の住宅は、

平成 10～20 年の 10 年間で約 2,000 戸減少し

ましたが、平成 20 年現在で 24.7％（約 5,650

戸）が旧耐震の住宅です。 

 

 

 

②建築時期別住宅数の比較 

建築時期別住宅数については、東京都や特別

区部と概ね同じ状況にあるといえます。中央

区は、新耐震の住宅が 73.1%で、東京都や特

別区部よりも約 15％高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

③構造別・建築時期別住宅数 

構造別に住宅の建築時期を見ると、RC・

SRC 造の 60.8%、S 造の 50.9%は新耐震の住

宅です。一方、戸数は多くないものの、木造

及び防火木造は旧耐震の住宅が過半数を占め

ています。 

 

 

・新耐震の住宅が約 60％を占め、旧耐震の住宅は約 25％（約 5,650 戸）。 

資料：住宅・土地統計調査 

図 32 建築時期別住宅数の推移 
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

図 33 建築時期別住宅数の比較 
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

図 34 構造別建築時期別住宅数 
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３－５ 住宅の設備 

○高齢者等のための設備 

 

 

 

①高齢者等のための設備がある住宅の割合 

平成 20 年現在、高齢者等のための設備がある住宅は専用住宅の 54.4%（11,200 戸）となっています。

これを所有関係別に見ると、持ち家が 75.3%であるのに対して、借家は 52.1%です。 

高齢者等のための設備がある住宅の割合は、平成 10 年から平成 15 年にかけて一度下がりますが、平

成 20 年には上昇しており、近年増加が著しい民営借家においても高齢者等のための設備の確保が進み

つつあるものと推察されます。 

 

 

・「高齢者等のための設備あり」は 5割以上であるが、「手すり」「廊下などが車いすで通行可能」

「段差のない屋内」の基礎的な 3点が揃っている住宅は 2割程度。 

・高齢者等のための設備がある住宅の割合は、持ち家が民営借家（非木造）よりも 20％程度高い。 

 

図 35 高齢者等のための設備がある住宅の割合 

資料：住宅・土地統計調査 
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40.0%
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図 36 高齢者等のための設備の状況 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 
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45.9%

52.1%

28.7%
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②高齢者等のための設備のうち基礎的な 3 点の整備状況 

高齢者等のための設備のうち、「手すり」「廊下などが車いすで通行可能」「段差のない屋内」の基礎

的な 3 点のについては、全体の 2 割弱がこの 3 点を設置しています。これを所有関係別に見ると、「公

営住宅」では 47.4%と割合が高くなっていますが、「持ち家」では約 3 割、「民営借家（非木造）」では

約 1 割にとどまっています。 

また、建て方別に見ると、「共同建て」が 18.1%と高く、それ以外では 5%強にとどまっています。 

 

※各項目の不詳の数が異なるため、所有関係別と建て方別では合計等の数値は一致しない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計 

図 38 建て方別 高齢者等のための設備の状況 
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計 

図 37 所有関係別 高齢者等のための設備の状況 
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③高齢者の居住する住宅のバリアフリー化の状況 

一定のバリアフリー化がなされた住宅の状況としては、世帯総数の 51.8％と過半数を占めています。 

これを東京都・特別区部と比較すると、持ち家・借家ともに一定のバリアフリー化がなされた住宅の

割合は 1 割程度高いといえます。特に、借家では 57.4%と東京都（33.5%）や特別区部（30.5%）を大

きく上回っています。 

高度のバリアフリー化がなされた住宅の割合は 13.0%で、“一定のバリアフリー化“と比較すると大幅

に下がりますが、こちらも東京都（8.9%）や特別区部（8.0%）を若干上回っています。 

 

※一定のバリアフリー化…2 箇所以上の手すりの設置又は屋内の段差解消 

※高度のバリアフリー化…2 箇所以上の手すりの設置、屋内の段差解消及び車いすで通行可能な廊下幅 

 

 

 

 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 

図 39 高齢者の居住する住宅のバリアフリー化の状況 
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○住宅についての満足度 

住宅についての満足度は、「階段・エレベーターの使い勝手」が最も高く、次いで「プライバシーの

確保」、「住宅ローンや家賃の負担」、「建物の耐震性・耐久性」が高くなっています。 

 一方、「収納スペース」や「庭や共用部分の広さ」、「駐車・駐輪スペースの使い勝手」の満足度が低

い状況にあります。 

 家賃水準が高い千代田区にあって、「住宅ローンや家賃の負担」や「総合的な評価」の満足度が比較

的高いことを考慮すると、費用負担に見合った便益があると評価されていることが推察されます。 

 

 

 

※ 加重平均による数量化 

下記の計算式のとおり 5 段階の各評価にそれぞれ点数を与え、評価点を算出した。 

評価点＝（「満足している」の回答者数×２点＋「まあ満足している」の回答者数×１点 

＋「どちらでもない」の回答者数×０点＋「やや不満である」の回答者数×－１点 

＋「不満である」の回答者数×－２点）÷回答者数 

図 40 住宅についての満足度 （ｎ＝区民 240 人） 

資料：区民アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 
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４ マンション 

４－１ 地域別立地状況 

 

ここでのマンションは、区内に立地する 3 階建て以上の非木造の分譲マンション及び賃貸マンション

を対象としています。 

マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月(財)まちみらい千代田）によると、平成 20 年度の時点で区

内には分譲マンション 388 棟・賃貸マンション 286 棟が供給されています。 

地域別の立地状況を見ると、分譲マンションでは全棟数の 41.8％が麹町地域に立地しており、次いで

和泉橋地域の 17.5％、富士見地域の 17.3％となっています。一方、賃貸マンションでは、全棟数の 34.3％

が麹町地域に立地しており、次いで和泉橋の 20.6％、富士見の 15.4％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 20年現在、区内の分譲マンションは 388 棟・賃貸マンションは 286 棟。 

・分譲マンションの約 40％、賃貸マンションの約 35％が麹町地域に立地。 

資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 

表 13 分譲マンション 地域別立地状況 

棟数 割合 戸数 割合

麹町 162 41.8% 6,182 35.3%

富士見 67 17.3% 3,241 18.5%

神保町 31 8.0% 1,862 10.6%

神田公園 27 7.0% 1,541 8.8%

万世橋 33 8.5% 1,454 8.3%

和泉橋 68 17.5% 3,246 18.5%

総計 388 100.0% 17,526 100.0%

資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 

図 41 地域別マンション立地状況 
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資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 

※賃貸マンション戸数は、戸数不明の 46 棟分を除く 

表 14 賃貸マンション 地域別立地状況 

棟数 割合 戸数 割合

麹町 98 34.3% 1,892 30.1%

富士見 44 15.4% 828 13.2%

神保町 27 9.4% 562 8.9%

神田公園 27 9.4% 867 13.8%

万世橋 31 10.8% 514 8.2%

和泉橋 59 20.6% 1,617 25.7%

総計 286 100.0% 6,280 100.0%
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４－２ 建築年別マンション棟数 

 

 

建築年別にマンション棟数を見ると、分譲マンションは昭和 55 年前後と平成 15 年前後に集中して建

築されています。一方、賃貸マンションは平成 17 年前後に建築棟数が多くなっており、近年建築され

たものの割合が分譲マンションよりも高い状況にあります。 

平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災は首都圏にも大きな被害をもたらしましたが、長周期地震動

により大きな揺れを体験したものの、千代田区内で倒壊したマンションはありませんでした。しかしな

がら、平成 20 年現在で分譲マンションの約 3 割（115 棟）・賃貸マンションの約 2 割（54 棟）は昭和

55 年以前に建築された旧耐震設計基準のマンションであり、首都直下型地震など大震災発生の切迫性

も指摘されている中で、建築から一定の年数が経過して老朽化したマンションの耐震改修や建替え等に

よる災害への備えの重要性が高まっています。 
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・分譲マンションは昭和 55年前後と平成 15年前後、賃貸マンションは平成 17年前後に建築が

集中。 

資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 

※建築年次不詳 1 棟を除く 

図 42 分譲マンション 建築年別棟数 

図 43 賃貸マンション 建築年別棟数 

資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 
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４－３ マンションコミュニティ 

○マンション管理の問題点 

 

分譲マンションは、戸建て住宅と異

なり、価値観や経済環境の異なる多く

の権利者が存在することから、所有

者・居住者の良好な協力関係なしには、

適正な管理が困難となります。 

マンション管理の運営に関する問題

については、「管理を担う役員のなり手

がいない」が 46.1％、「管理の重要性

を認識していない居住者がいる」が

43.4％と、いずれも 4 割を超えており、

管理に対する協力関係の形成に課題を

抱えている管理組合は少なくない状況

が伺えます。 

 

○居住者間のトラブル等 

 

 

マンション管理に対する良好な協力関係

の基本として、居住者間のコミュニティの

形成が重要であると考えられます。そこで、

居住者間のトラブルの状況を見たものが右

図です。 

良好なコミュニティ形成のためには生活

のマナーが重要であり、例としてゴミ出し

の状況がよく挙げられますが、調査では「ゴ

ミ出し・分別収集」を問題視している管理

組合が 39.5％と特に高くなっています。 

また、「管理費・修繕積立金等の滞納」も

2 割弱あり、維持管理に対する意識・費用

負担における課題も見られます。 

 

 

・マンション管理に対する居住者の協力に課題。 

・「ゴミ出し・分別収集」が 39.5％、「管理費・修繕積立金等の滞納」が 18.4％。 

資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 

 

図 44 マンション管理の運営面に関する問題  

（ｎ＝分譲マンション管理組合 121 団体・複数回答） 

43.4%

46.1%

10.5%

15.8%

11.8%

14.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

管理の重要性を認識していない居住者がいる

管理組合の役員のなり手がいない

管理組合の運営に関する事務が負担になっている

知識や経験が不足しており維持管理についての

専門的なことがわからない

管理会社や管理員に対する不満がある

その他

図 45 居住者間のトラブルやルール違反など  

（ｎ＝分譲マンション管理組合 121 団体・複数回答） 

資料：マンション再生支援調査（平成 21 年 3 月） 
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 ５ 住宅建設・住宅市場 

５－１ 新築住宅着工戸数 

○新築住宅着工戸数 

 

新築住宅着工戸数の総数については、平成 13～18 年の間は概ね 2,000 戸以上で推移していました。

平成 19 年以降は急激に減少し、平成 21 年には 219 戸とピーク時の 10 分の 1 を下回る水準まで減少し

ましたが、平成 22・23 年と増加に転じています。 

分譲住宅については、平成 13～17 年の間は概ね 1,500 戸以上で推移していました。ピーク後は急激

な減少を示し、平成 21 年には 63 戸とピーク時の 20 分の 1 程度まで減少したものの、平成 23 年には

1,302 戸まで回復しています。 

貸家については、分譲ほど変動は無く、平成 13 年以降概ね 500 戸以上で推移し、ピークを示した平

成 16 年には 969 戸でしたが、平成 21 年には 124 戸まで減少しました。しかし、平成 22 年 509 戸・

平成 23 年 401 戸と回復しています。 

 

 

※総数は持家・貸家・給与住宅・分譲住宅の合計戸数。 

 

資料：建築着工統計調査 

図 46 新築住宅着工戸数の推移 

843 

702 

1,094 

1,700 

2,107 

2,615 

2,144 

2,772 

1,889 
1,804 

1,018 

685 

219 

861 

1,719 

451 
392 

605 

1,274 

1,460 

1,966 

1,521 

1,750 

1,370 

1,033 

402 

207 63 
327 

1,302 

305 
247 

439 

205 

537 
617 567 

969 

477 

731 462 

463 

124 

509 

401 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年

総数

分譲住宅

貸家

戸

・平成 13～18 年の間にピークあり、その後減少していたが、近年は再び増加。 
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５－２ 平均公示地価 

○平均公示地価 

 

 

平均公示地価について、住宅地は平成 16 年の 133.0 万円/㎡が平成 20 年には約 1.6 倍の 212.3 万円/

㎡まで上昇しましたが、その後は平成 22 年の 179.8 万円/㎡まで下落しました。平成 23 年からは再び

上昇しており、平成 24 年現在で 190.8 万円/㎡となっています。 

商業地については、住宅地以上の上昇傾向によって平成 16 年の 328.0 万円/㎡から平成 20 年には約

1.9 倍の 617.5 万円／㎡となりましたが、それ以降は徐々に下落しており、平成 24 年現在 472.6 万円/

㎡となっています。 

 

 

 

 

 

資料：国土交通省地価公示（各年１月１日） 

図 47 平均公示地価の推移 
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・住宅地の地価は平成 20年の 212.3 万円/㎡がピークで、平成 24年現在 190.8 万円/㎡。 
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５－３ 民間賃貸住宅家賃 

 

 

 

 

民間賃貸住宅の平均賃料については、千代田区と港区が特に高い水準にあります。 

2DK 以下の物件を見ると、千代田区の平均賃料は中央区や新宿区などを上回っていますが、港区の賃

料はさらに高く、千代田区を平均で 10％程度上回っています。 

2LDK 以上の物件を見ると、千代田区と港区はほぼ同等の水準で、中央区や新宿区を 20～30％程度上

回っており、部屋数が多い物件ほど相対的な賃料の水準が高くなっています。 

なお、千代田区の物件数はいずれの間取りで見ても他区の半分以下となっています。 

 

表 15 平均賃料（管理費等除く）の比較 

（賃料の単位：万円）

賃料 物件数 賃料 物件数 賃料 物件数 賃料 物件数 賃料 物件数

千代田区 9.89 806 9.90 2,105 17.75 1,037 31.45 300 47.28 134

中央区 9.69 1475 9.67 4883.5 15.70 4286 21.53 1436.5 27.36 434.5

港区 11.05 2879 11.06 5622.5 19.54 4797 31.57 1993.5 47.48 817

新宿区 7.79 4288 8.63 9884.5 16.04 3641 24.80 1553.5 30.49 427

文京区 7.47 2393 8.38 5713.5 13.36 2519 17.93 1065 24.56 602.5

台東区 7.61 1859 8.62 5736.5 11.95 3318 14.93 808.5 19.17 207.5

墨田区 7.20 1632.5 8.08 8919 11.12 3082 13.71 1020 16.17 362

江東区 7.45 1494 8.11 7874.5 11.19 2456.5 16.00 1312 17.36 859.5

品川区 7.84 3099 8.41 7876.5 13.47 3271.5 19.65 1247.5 26.70 617

目黒区 8.46 2039 8.87 4891 14.06 2053.5 21.38 841.5 29.42 405.5

大田区 6.62 4473.5 7.43 16229.5 10.58 6972 13.75 2110 17.50 1112.5

世田谷区 6.66 5216 7.67 15359.5 12.01 5995 16.25 2737 21.89 1711

渋谷区 8.79 2364.5 9.62 5738 17.40 2694 24.45 1049 35.72 524

中野区 6.04 3625.5 7.33 7639 11.11 3174.5 14.71 985.5 17.28 410

杉並区 6.12 5022 7.11 12759.5 10.63 4607.5 14.30 1724.5 18.40 1009

豊島区 6.36 3438.5 7.54 8505.5 10.76 2627 15.24 784.5 19.44 318

北区 6.23 2553.5 7.15 7871 9.73 2516 13.04 985 15.19 313.5

荒川区 6.49 1002.5 7.43 3409.5 9.76 1697 13.07 782.5 16.47 302

板橋区 5.77 2581 6.61 9779.5 9.06 3971.5 11.23 1480.5 13.36 611

練馬区 5.56 2609 6.57 11156.5 9.09 4080.5 11.29 2638.5 13.69 1448.5

足立区 5.55 2206 6.38 10523.5 8.08 5586.5 10.31 2353 12.60 939

葛飾区 5.53 1442.5 6.23 5066.5 7.93 3099 10.21 1396 11.93 495.5

江戸川区 5.74 1437.5 6.44 7984.5 8.51 4144 10.94 2502.5 13.09 726

２LDK・３K・３DK ３LDK・４K・４DK

�

ワンルーム １K・１DK １LDK・２K・２DK

 

※データは、賃貸情報サイトである「HOME'S 賃貸」（http://www.homes.co.jp/chintai/）及び「at home 借りる（賃貸）」

（http://www.athome.co.jp/rent/01/）における、掲載物件の家賃相場情報（HOME’S ：2012 年 12 月 20 日更新、at 

home：2012 年 12 月 20 日更新）の平均値（単純平均）。 

 

・民間賃貸住宅の家賃水準は港区に次いで高い水準にある。 

・２LDK 以上の物件については、千代田区と港区の賃料水準が突出しており、部屋数が多くなる

ほど、他区との差が大きくなる傾向にある。 



 

 42 

 

第 

１ 

章 
 

 
 

表 16 千代田区＝100 とした場合の賃料水準の比較 

ワンルーム １K・１DK １LDK・２K・２DK ２LDK・３K・３DK ３LDK・４K・４DK

千代田区 100 100 100 100 100

中央区 98 98 88 68 58

港区 112 112 110 100 100

新宿区 79 87 90 79 64

文京区 76 85 75 57 52

台東区 77 87 67 47 41

墨田区 73 82 63 44 34

江東区 75 82 63 51 37

品川区 79 85 76 62 56

目黒区 86 90 79 68 62

大田区 67 75 60 44 37

世田谷区 67 78 68 52 46

渋谷区 89 97 98 78 76

中野区 61 74 63 47 37

杉並区 62 72 60 45 39

豊島区 64 76 61 48 41

北区 63 72 55 41 32

荒川区 66 75 55 42 35

板橋区 58 67 51 36 28

練馬区 56 66 51 36 29

足立区 56 64 45 33 27

葛飾区 56 63 45 32 25

江戸川区 58 65 48 35 28
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５－４ 分譲価格 

○分譲価格 

 

 

 

平成 23 年の新築分譲マンションの平均価格は 126 万円/㎡であり、4 人世帯の最低居住面積水準の 50

㎡では 6,300 万円です。23 区平均の価格は平米単価で 45 万円安い 81 万円/㎡で、50 ㎡で見ると、2,000

万円以上安い 4,050 万円となっています。 

なお、価格のピークであった平成 19 年は 150 万円/㎡であり、平米単価で平成 23 年よりも 25 万円ほ

ど高い水準となっていました。 

 

・平成 23年の新築分譲マンションの平均価格は 126 万円/㎡であり、23 区平均の 81万円/㎡

よりも平米単価で 45万円高い水準となっている。 

図 48 新築分譲マンション価格の推移 
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資料：全国マンション市場動向 

 
図 49 50 ㎡でみたときの新築分譲マンション価格の推移 
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６ 住環境 

６－１ 生活・コミュニティ 

○生鮮三品小売店舗数 

 

生鮮三品小売店の合計店舗数は減少傾向が続き、昭和 57 年の合計 135 店舗と比べ平成 19 年には合

計 36 店舗と概ね 4 分の 1 程度にまで減少しましたが、平成 21 年には「食肉」「鮮魚」「野菜・果実」い

ずれも若干増加し、合計 48 店舗となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：商業統計（昭和 57 年～平成 19 年）、平成 21 年経済センサス-基礎調査 

図 50 生鮮三品小売店舗数の推移 

 

69 

50 43 
35 

44 41 36 35 29 23 30 

38 

30 

23 

17 
14 14 

10 12 
12 

7 

11 

28 

29 

19 

17 
16 16 

11 10 
10 

6 

7 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

昭和57年 60年 63年 平成3年 6年 9年 11年 14年 16年 19年 21年

食肉

鮮魚

野菜・果実

店舗

・生鮮三品小売店舗数は減少が続いていたが、平成 21年には若干増加。 
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○スーパーマーケット、コンビニ店舗数 

 

 

平成 22 年千代田区民世論調査によると、

日常の生活品（食料・日用品）の購入場所

については 8 割弱がスーパーマーケット、

6 割弱がコンビニエンスストア、約 4 割が

近所の商店と回答しています。 

スーパーマーケット・コンビニエンスス

トアの店舗数が近年増加傾向にあるほか、

区民世論調査における「買い物の便」の評

価は、近年改善しています。 

 

※麹町出張所のコンビニエンスストア店舗数が

最大となっているが、これはオフィスビルや官公

庁の建物内に設置された店舗が多いことが影響

している。 

 

・食料及び日用品の購入先としてはスーパーマーケットやコンビニの利用が多く、買い物の便に対

する評価は近年改善している。 

ている 

資料：千代田区民世論調査 

図 53 区民世論調査における「買い物の便」の評価の推移 
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図 51 スーパーマーケット店舗数の推移 
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図 52 コンビニエンスストア店舗数の推移 

資料：デイリータウンページ 中央・千代田区版(平成 19～23 年) 
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○町会加入率  

 

 

平成 24 年千代田区民世論調査によると、区民の町会加

入率は 6 割弱となっています。これを年代別に見ると、年

代が高まるのに従って町会加入率が高くなっており、60

歳以上の世代では 7 割を超えている一方、20～30 代は 3

～4 割程度にとどまっています。また、居住年数別につい

ても、居住期間が長くなるほど町会加入率が高くなってい

ます。 

居住形態別では、一戸建ての持ち家やビル内の自宅で町

会加入率が約 9 割と非常に高くなっているほか、分譲マン

ションでも 6 割を上回っています。一方、「20～30 代」や

「居住年数 5 年未満」の居住者の比率が高い賃貸マンショ

ンでは、町会加入率は約 2 割にとどまっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・町会加入率は 6割弱であり、年代や居住年数と相関して町会加入率が高くなっている。 

・分譲マンションは加入率が約 6割である一方、賃貸マンションは約 2割にとどまっている。 

※居住形態別の“その他(計)”は、「一戸建て

の借家」・「民間アパート」・「独身寮、同居・間

借り等」・「その他」を合計したもの 

資料：平成 24 年千代田区民世論調査 

図 55 年代別町会加入率 
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資料：平成 24 年千代田区民世論調査 

図 54 町会加入率 （ｎ＝区民 893 人） 
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図 57 居住形態別町会加入率 
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1.9%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一戸建ての持ち家

（n=94）

ビル内の自宅(ビル所有者)

（n=155）

分譲マンションなど

（n=255）

賃貸マンションなど

（n=213）

公社・都営・区営などの

公共住宅（n=54）

公務員宿舎・給与住宅(計)

（n=56）

その他(計)

（n=37）

入っている 入っていない 入っているかどうか

わからない

無回答

資料：平成 24 年千代田区民世論調査 

資料：平成 24 年千代田区民世論調査 

図 56 居住年数別町会加入率 

26.5%

47.9%

59.5%

69.2%

80.3%

83.9%

36.3%

29.6%

19.1%

19.2%

6.7%

8.1%

35.5%

20.4%

17.6%

9.6%

9.3%

4.0%

1.6%

2.1%

3.8%

1.9%

3.6%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5年未満（n=245)

5～9年（n=142）

10～19年（n=131）

20年以上（n=52）

30年以上（n=193）

生まれてからずっと

（n=124）

入っている 入っていない 入っているかどうか

わからない

無回答
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６－２ 生活環境評価 

  

 周辺の生活環境に対する区民の評価について、平成 24 年千代田区民世論調査では、“良い”割合が最

も高い項目は「交通の便」（89.2％）である一方、“悪い”割合は「騒音・振動」（22.1％）や「大気汚染」

（17.8％）で高くなっています。 

 

 

 

 

  

資料：平成 24 年千代田区民世論調査 

 

図 58 区民の生活環境評価 （ｎ＝区民 893 人） 

 

89.2%

15.1%

15.6%

18.8%

16.8%

13.4%

10.8%

10.6%

7.6%

11.4%

6.7%

9.1%

4.8%

7.2%

25.5%

21.1%

15.1%

16.6%

19.7%

22.3%

21.2%

19.3%

13.0%

13.1%

8.7%

6.3%

2.0%

40.3%

44.1%

27.5%

19.9%

53.0%

31.9%

46.4%

48.0%

38.6%

47.7%

31.4%

41.7%

0.6%

12.9%

12.9%

22.3%

29.6%

8.2%

22.4%

13.2%

16.2%

22.3%

19.1%

27.0%

26.7%

0.1%

4.3%

4.0%

13.8%

15.9%

4.3%

10.4%

6.2%

5.8%

11.2%

10.5%

22.1%

17.8%

0.9%

1.9%

2.4%

2.5%

1.2%

1.5%

2.2%

2.5%

3.0%

3.5%

2.8%

1.8%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

交通の便

防犯や風紀

交通の安全性

建物の周囲の空間

日当たり

買い物の便

ごみ出し

リサイクル活動

緑の豊かさ

景観・まちなみ

災害時の安全性

公園・遊び場

隣近所の交流

騒音・振動

大気汚染

良い やや良い 普通 やや悪い 悪い 無回答

・生活環境に対する総合的な評価は、近年改善傾向にある。 
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生活環境評価の経年変化について、満足度を加重平均により数量化した評価点で見ると、評価点の合

計値は近年上昇しており、生活環境に対する区民の総合的な評価が改善傾向にあることが伺えます。 

また、各項目の評価点について、平成 15 年当時の数値と近年の数値とを比較すると、多くの項目で

評価が上昇しており、特に「買い物の便」や「防犯や風紀」「ごみ出し・リサイクル活動」で上昇幅が

大きくなっています。一方、「隣近所の交流」については評価点が低下しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：千代田区民世論調査 

 

 

 

 

 

 

        資料：千代田区民世論調査 

 

※ 加重平均による数量化 

下記の計算式のとおり 5 段階の各評価にそれぞれ点数を与え、評価点を算出した。 

評価点＝（「良い」の回答者数×２点＋「やや良い」の回答者数×１点＋「普通」の回答者数×０点 

＋「やや悪い」の回答者数×－１点＋「悪い」の回答者数×－２点）÷回答者数 

この算出方法では、各項目の評価点は＋2～－2 の間に分布し、中間の 0 点を境に、プラスの値が大きくなるほど満足

度が高く、マイナスの値が大きくなるほど不満度が高いといえる。 

 

 

 

 

 

 

図 59 区民の生活環境評価 合計評価点の推移 

 

-1.12 

-1.65 

-0.73 

0.05 

-0.81 

-0.08 

1.23 

1.50 1.58 

1.85 

-2.00

-1.00

0.00

1.00

2.00

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年

表 17 区民の生活環境評価 項目別評価点の推移 

平成15年 平成22年 平成23年 平成24年 H24-H15

交通の便 1.78 1.83 1.87 1.87 ＋0.09

買い物の便 -0.58 -0.37 -0.23 -0.11 ＋0.47

公園・遊び場 -0.29 -0.07 -0.11 -0.09 ＋0.20

建物の周囲の空間
日当たり

-0.24 -0.01 -0.07 0.03 ＋0.27

騒音・振動 -0.61 -0.29 -0.36 -0.45 ＋0.16

大気汚染 -0.76 -0.52 -0.50 -0.48 ＋0.28

緑の豊かさ -0.26 -0.02 0.00 0.01 ＋0.27

交通の安全性 0.04 0.35 0.41 0.32 ＋0.28

災害時の安全性 -0.08 0.16 0.14 0.07 ＋0.15

防犯や風紀 0.04 0.46 0.47 0.35 ＋0.31

隣近所の交流 0.08 -0.19 -0.20 -0.14 －0.22

景観・まちなみ -0.02 0.18 0.16 0.17 ＋0.19

ごみ出し
リサイクル活動

-0.22 -0.01 0.00 0.30 ＋0.52

合計 -1.12 1.50 1.58 1.85 ＋2.97
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○子育ての際の住宅や住環境に必要なこと 

子育ての際の住宅や住環境に必要なことについては、「家賃・価格が妥当な住宅があること」が最も

多く、次いで「保育園など、子育てを支援する施設の整備」、「小・中学校など教育環境の充実」となっ

ています。 

住宅の価格面のみならず、子育て支援施設の整備状況や教育環境など、子育てに関わる総合的な環境

を重視していることが伺えます。 

 

 

 

 

 

 

資料：区民アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 

 

図 60 子育ての際の住宅や住環境に必要なこと （n=区民 240 人、最大 3つまでの複数回答） 

 

47.5%

35.0%

15.8%

18.8%

47.1%

40.8%

24.6%

32.1%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

家賃・価格が妥当な住宅があること

適切な広さの住宅があること

住宅の取得費用や家賃に対する助成制度

高い遮音性能や転落・転倒防止対策など、

子育てへの配慮がなされた住宅があること

保育園など、子育てを支援する施設の整備

小・中学校など、教育環境の充実

公園や遊び場などの整備

防災・防犯、交通安全対策など、

住まいの周りの安全確保

その他
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○高齢者になったときの住まい 

高齢者になったときの住まいについて、20～60 代の区民の回答によると、「自宅で暮らしたい」が

63.3%と高くなっている一方、「高齢者用の住宅・施設に住み替えたい」は 17.1%となっています。 

 

 

○介護のための住まい 

今後介護が必要になった場合、あるいは、現在よりも介護の状態が重くなった場合の住まいについて、

65 歳以上の区民の回答によると、「現在の住まいに問題なく住み続けられる」が 33.6％、「必要に応じ

て住宅改修等を行い住み続けたい」が 16.8％、「不便は感じるが住み続けたい」が 14.5％で、合わせて

“現在住んでいる住宅に住み続ける”が 64.9％となっています。また、「区内の高齢者住宅（ケア付高

齢者住宅）に住みたい」は 18.4％です。 

将来的に高齢者になったとき、あるいは介護が必要になったときにも、住み慣れた自宅での継続居住

を希望する区民の割合が高い現状が伺えます。 

 

 

資料：千代田区保健福祉総合計画改定のためのアンケート調査（平成 23 年 5 月実施） 

図 62 介護のための住まい （ｎ＝65 歳以上の区民 1,185 人） 

33.6%

16.8%

14.5%

18.4%

1.2%

4.8%

0.5%

4.1%

6.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

現状の住まいに問題なく住み続けられる

必要に応じて住宅改修等を行い住み続けたい

不便は感じるが住み続けたい

区内の高齢者住宅(ケア付高齢者住宅)に住みたい

子どもの家に移り住みたい

特別養護老人ホームに入所したい

グループホームに入居したい

有料老人ホームに入居したい

無回答

資料：区民アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 

図 61 高齢者になったときの住まい （ｎ＝区民 240人） 

自宅で暮らしたい

63.3％

高齢者用の住宅・施設に

住み替えたい

17.1％

その他

1.7％

わからない

17.9％
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７ 区民・区外居住者の意識 

区民及び千代田区に通勤・通学する区外居住者（以下「区外居住者」とする）の千代田区における住

生活や住環境等に対する意識について、千代田区民世論調査及び本白書の作成に伴い実施した民間調査

会社によるアンケート調査を基に現状を分析します。 

 

７－１ 定住意向 

 

 区民の定住意向について、平成 24 年の千代田区民世論調査では「永住するつもり」（41.0％）と「当

分はここに住むつもり」（46.9％）を合わせた“定住意向”は 87.9％となっています。一方、「近いうち

に区外に転出するつもり」（2.2％）と「1 年以内に区外に転出するつもり」（1.3％）を合わせた“転出

意向”は 3.5％にとどまっています。 

 ここ 10 年間の推移に大きな変化はなく、定住意向は 80％強で安定的に推移しています。 

 

 

 

 

資料：千代田区民世論調査 

図 63 定住意向の推移 

 

42.3% 41.2%
37.3% 39.3% 40.4% 40.3% 39.8% 40.4%

37.0%
41.0%

40.5% 41.8%
45.0% 41.9%

44.7% 45.5% 45.2% 44.9%
48.3%

46.9%

2.9% 4.8%
4.0% 3.5%

3.2% 3.2% 4.6% 4.9% 3.3% 2.2%1.2%
1.7%

1.4%
1.8%

2.1% 1.9% 1.4% 2.8%
1.8% 1.3%

12.3%
10.5% 12.0% 13.4% 8.3% 8.0% 8.2%

6.5%
8.7% 6.8%

0.8% 0.0% 0.3% 0.0% 1.5% 1.2% 0.9% 0.5% 0.9% 1.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成15年

(ｎ=755)

平成16年

(ｎ=771)

平成17年

(ｎ=767)

平成18年

(ｎ=707)

平成19年

(ｎ=824)

平成20年

(ｎ=954)

平成21年

(ｎ=1031)

平成22年

(ｎ=975)

平成23年

(ｎ=892)

平成24年

(ｎ=893)

永住するつもり

当分はここに住むつもり

近いうちに区外に転出するつもり

1年以内に区外に転出するつもり

わからない

無回答

・区民の定住意向は 80％強で安定的に推移している。 
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７－２ 住み替えの時期 

 

 

これまでに住み替えた時期や今後住み替える時期については、区民・区外居住者ともに「結婚すると

き」・「良い物件が見つかったとき」が高くなっています。 

区外居住者と比較すると、「親や子どもと同居・近居するとき」・「子どもが生まれたとき」・「子ども

が 2 人以上に増えたとき」のように、子どもの誕生等により世帯構成が変化したときを住み替えの時期

とする割合は、区民の方が特に高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：区民・区外居住者アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 

39.2 結婚するとき 19.0

12.9 親や子どもと同居・近居するとき 2.7

12.5 親世帯から独立するとき 6.0

30.4 就職、転職、転勤するとき 15.7

13.3 子どもが生まれたとき 4.0

9.2 子どもが２人以上に増えたとき 2.3

2.5 子どもが幼稚園・保育園に入園するとき 1.3

6.3 子どもが小学校に入学するとき 3.0

3.8 子どもが中学校に入学するとき 1.7

5.0 子どもが結婚するとき 4.3

13.8 年収があがったとき 6.3

16.7 資金調達ができたとき 9.3

37.5 良い物件が見つかったとき 21.3

28.3 今の住宅に問題が生じたとき 18.7

17.1 契約更新のとき 9.0

12.1 老後の備えを考えるとき 10.0

2.5 その他 32.7

9.6
これまで住み替えたことがなく、今後、基本的

に住み替えるつもりはない
8.3

39.2

12.9

12.5

30.4

13.3

9.2

2.5

6.3

3.8

5.0

13.8

16.7

37.5

28.3

17.1

12.1

2.5

9.6

0.010.020.030.040.050.0

（％）

区民

19.0

2.7

6.0

15.7

4.0

2.3

1.3

3.0

1.7

4.3

6.3

9.3

21.3

18.7

9.0

10.0

32.7

8.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

（％）

区外居住者

図 64 これまでに住み替えた時期、今後住み替える時期 （ｎ：区民 240 人・区外居住者 300 人、複数回答） 

 

区民 区外居住者 

・区民・区外居住者とも「結婚するとき」と「良い物件が見つかったとき」が多い。 
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７－３ 今後住み替える場合に重視すること 

 

 

 

今後住み替える際に重視することについては、区民・区外居住者とも「価格・家賃の妥当性」が

最も高く、「適切な広さの住宅があること」、「日常の買い物に便利であること」、「通勤・通学に便

利なこと」も高くなっています。 

区民と区外居住者では、上位４項目は共通していますが、「公共交通機関が充実していること」・「通

勤通学に便利であること」・「街のイメージや雰囲気が良いこと」は、区外居住者と比べて区民が特

に高く、区民の方がこれらの点をより重視する傾向にあることが伺えます。一方、割合自体は低い

ものの、「若い世代が多く住んでいること」は、区民と比べて区外居住者の方が重視する割合が高

くなっています。 

 

 

図 65 今後住み替える場合に重視すること  （ｎ：区民 240 人・区外居住者 300 人、複数回答） 

区民 区外居住者

76.3 価格・家賃の妥当性 64.3

74.2 適切な広さの住宅があること 38.3

72.1 通勤・通学に便利であること 33.3

72.5 日常の買物に便利であること 44.0

42.5 医療機関に近く便利であること 23.3

17.5 高齢者、障害者向けの福祉施設に近く、便利であること 13.3

19.6 文化・レクリエーション施設に近く、便利であること 9.7

15.4
子育て世帯に対する住宅の取得費用や家賃の助成制

度があること
10.7

22.1
高い遮音性能や転落・転倒防止対策など、子育てへの

配慮がなされた住宅があること
9.0

13.3 保育園など、子育てを支援する施設が充実していること 11.7

19.2 小・中学校など、教育環境が充実していること 12.0

22.9 公園や遊び場などが充実していること 18.0

38.8 緑や空気など自然環境が良いこと 24.0

55.8 公共交通機関が充実していること 22.0

40.8 街並み・景観が美しいこと 18.7

25.4 良好なコミュニティが形成されていること 14.3

11.7 親戚や知人などが近くにいること 2.7

47.5 街のイメージや雰囲気が良いこと 17.0

3.3 若い世代が多く住んでいること 6.3

52.1 震災などの災害に強い安全な街であること 27.3

55.4 犯罪がない安心に暮らせる街であること 30.7

1.7 その他 8.7

76.3

74.2

72.1

72.5

42.5

17.5

19.6

15.4

22.1

13.3

19.2

22.9

38.8

55.8

40.8

25.4

11.7

47.5

3.3

52.1

55.4

1.7

0%20%40%60%80%100%

64.3

38.3

33.3

44.0

23.3

13.3

9.7

10.7

9.0

11.7

12.0

18.0

24.0

22.0

18.7

14.3

2.7

17.0

6.3

27.3

30.7

8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区民 区外居住者 

資料：区民・区外居住者アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 

・区民・区外居住者とも、「価格・家賃の妥当性」「適切な広さの住宅があること」「日常の買い物

に便利であること」「通勤・通学に便利なこと」が高い。 
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７－４ 住宅施策に対する意識 

 

 

「千代田区第二次住宅基本計画」において推進する住宅施策として掲げた施策について、その重要度

に対する意識を区民と区外居住者で比較したものが以下の図 66 及び表 18 です。ここでは、各住宅施策

について、「重要」「どちらかといえば重要」「どちらともいえない」「どちらかといえば重要でない」「重

要でない」の 5 段階評価による意識調査を実施し、その調査結果を加重平均により数量化したもので比

較を行っています。（資料編に掲載する調査結果をもとに数量化） 

区民・区外居住者とも、「（Ａ）老朽化したマンションの耐震化・建て替えの支援・誘導」の重要度に

対する意識が最も高く、「（Ｂ）住宅の品質・性能の向上」・「（Ｃ）日常生活用品小売店や、子育て・介

護施設など生活関連機能の確保」・「（Ｄ）マンションの適切な維持管理の推進、管理の良好なマンショ

ンの普及」も共通して高くなっています。 

また、区民と区外居住者で重要度に対する意識の違いが大きい項目を見ると、「（Ｇ）高齢者・障害者

及び（Ｅ）子育て世帯が安心して住めるような住宅の供給・助成制度による支援」は、区外居住者と比

べて区民の方が重要度に対する意識が特に高くなっています。一方、数値自体は高くありませんが、

「（Ｍ）新しい住まい方に対するニーズへの対応・支援を行う」については、区民と比べて区外居住者

の方が重要度に対する意識が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 加重平均による数量化（資料編に掲載する調査結果をもとに数量化） 

下記の計算式のとおり 5 段階の各評価にそれぞれ点数を与え、評価点を算出した。 

評価点＝（「重要」の回答者数×２点＋「どちらかといえば重要」の回答者数×１点 

＋「どちらでもない」の回答者数×０点＋「どちらかといえば重要でない」の回答者数×－１点 

＋「重要でない」の回答者数×－２点）÷回答者数 

・区民・区外居住者とも「老朽化したマンションの耐震化・建て替えを支援・誘導する」の重要度

に対する意識が最も高い。 

区民 区外居住者 合計値 区民－区外居住者

Ａ
老朽化したマンションの耐震化・建て替えを支援・

誘導する
0.88 0.71 1.59 0.17

Ｂ
住宅の品質・性能の向上を図る（環境に配慮した住

宅の普及・環境衛生の向上など）
0.86 0.67 1.53 0.19

Ｃ
日常生活用品小売店や、子育て・介護支援など生活

関連機能の確保を進める
0.82 0.65 1.47 0.17

Ｄ
マンションの適正な維持管理を推進するとともに、

管理の良好なマンションの普及を図る
0.78 0.66 1.44 0.12

Ｅ
子育て世帯が安心して住めるような住宅の供給・助

成制度による支援を推進する
0.84 0.47 1.31 0.37

Ｆ 良質な民間住宅の供給・誘導を図る 0.62 0.64 1.26 -0.02

Ｇ
高齢者や障害者が安心して住めるような住宅の供

給・助成制度による支援を推進する
0.74 0.52 1.26 0.22

Ｈ 所得に応じた負担で居住可能な公的住宅を供給する 0.53 0.58 1.11 -0.05

Ｉ 住宅のバリアフリー化を推進する 0.58 0.50 1.08 0.08

Ｊ
地域コミュニティ形成へのしくみづくりや、マン

ション居住者と地域住民の交流支援を行う
0.58 0.43 1.01 0.15

Ｋ
大規模な開発事業において住宅の供給誘導や住環境

の整備を行う
0.54 0.44 0.98 0.10

Ｌ
住宅困窮度に応じたセーフティネット施策を展開す

る
0.38 0.29 0.67 0.09

Ｍ
新しい住まい方に対するニーズへの対応・支援を行

う（定期借家制度、コーポラティブハウスなど）
0.22 0.44 0.66 -0.22

表 18 住宅施策の重要度に対する意識   

（ｎ：区民 240 人・区外居住者 300 人） 

図 66 住宅施策の重要度に対する意識の比較 
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資料：区民・区外居住者アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 
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８ 地域特性 

平成 20 年住宅・土地統計調査（特別集計）からみた地域別の特性は以下のとおりです。（住まい・ま

ちの現状に関する地域別のデータは資料編に掲載） 

 

表 19 地域特性 

麹町地域 

●規模の大きな持ち家が多く、ファミリー世帯の比率が高い。 

・住宅数や世帯数が最も多く、いずれも全体の約 30%を占めている。 

・6 地域で唯一、ファミリー世帯が最大の割合（35.7％）を占め、区全体

のファミリー世帯の約 45%が居住。 

・若年・中年単身世帯の割合は 2 割程度。 

・持ち家率が約 45％と高く、分譲マンションは全体の 4 割が立地。 

・給与住宅の約 4 割が立地。 

・70 ㎡以上の住宅が約 5 割。 

・旧耐震の住宅が約 3 割。 

富士見地域 

●小規模な住宅・給与住宅が多く、若年・中年単身世帯の比率が高い。 

・住宅数・世帯数ともに多く、いずれも全体の約 25%が集中。 

・給与住宅が多く、また 19 ㎡未満の狭小な住宅が他地域よりも特に多い。 

・区内の若年・中年単身世帯の約 3 分の 1 が居住。 

・旧耐震の住宅が約 3 割。 

神保町地域 

●公共住宅や新耐震の住宅の比率が高い。 

・家族類型別の構成比は区全体とほぼ同じ。 

・公営借家の割合が約 15％。 

・新耐震の住宅が約 8 割。 

神田公園地域 

●借家が 8割を超え、若年・中年単身世帯の比率が高い。 

・若年・中年単身世帯が約 6 割。 

・借家率が 8 割強。 

・30 ㎡未満の比較的小規模な住宅が約 5 割。 

万世橋地域 

●持ち家や昭和 45年以前の住宅が多く、高齢者だけの世帯の比率も高い。 

・高齢者単身・夫婦のみ世帯の割合が唯一 2 割を上回っている。 

・6 地域で唯一持ち家が半数以上を占めている。 

・昭和 45 年以前に建設された特に古い住宅の割合が約 15％。 

・70 ㎡以上の住宅が 4 割強。 

和泉橋地域 

●新耐震の住宅の比率が高く、世帯の半数は若年・中年単身世帯。 

・若年・中年単身世帯の割合が約 5 割。 

・新耐震の住宅が 7 割強。 

・40 ㎡未満の比較的小規模な住宅が 5 割弱。 
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第２章  

千代田区における住宅施策 

  

 

 

 

 

 

 

 

これまでの住宅政策や指標の達成状況について整理しています。 
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１ これまでの住宅政策 

 

国は、昭和 41 年度に制定した「住宅建設計画法」に基づき、昭和 41 年度の第 1 期から平成 17 年度

の第 8 期まで住宅建設五箇年計画を策定し、住宅建設を強力に推進し、量を供給することを重視した住

宅政策を進めてきました。 

その後、平成 18 年度には国民の住生活の「質」の向上を目指した「住生活基本法」を制定し、「質の

確保とストック活用」を基本とした「住生活基本計画（全国計画）」を策定、平成 23 年度に改定し、住

宅の量の供給から質の向上へと住宅政策を転換しました。 

 

東京都は、平成 3 年度に「東京都住宅基本条例」を制定するとともに、同年度に「第 1 次東京都住宅

マスタープラン」、平成 8 年度に「第 2 次東京都住宅マスタープラン」、平成 13 年度に「第 3 次東京都

住宅マスタープラン」を策定しました。 

その後、国における住生活基本法の制定を踏まえ、平成 18 年度に住生活基本計画（都道府県計画）

を兼ねた計画として、「第 4 次東京都住宅マスタープラン」を策定、平成 24 年度に「第 5 次東京都住宅

マスタープラン」に改定し、高度な防災機能を備えた居住の実現や、既存ストックの課題対応と有効活

用等の方針を打ち出しています。 

 

千代田区では、昭和 30 年代の高度成長に伴い業務地化が進行し、その後、一貫して人口の減少が続

きました。昭和 60 年頃からのバブル経済期には、一層、業務地化が進み、地域コミュニティ衰退の危

機に直面しました。 

そのため千代田区では、定住人口の回復を目指して、平成 3 年度に「千代田区住宅基本条例」を制定

するとともに「千代田区住宅基本計画」を、平成 4 年度には「千代田区高齢者住宅計画」をそれぞれ策

定し、事業者との連携や福祉施策との連携をはじめ、様々な施策に取り組んできました。 

その後、地価の大幅な下落や住まい方の志向の変化などにより都心居住の機運が高まり、また、住宅

関連の法整備や低金利を背景にマンションを中心に住宅の供給が活発化し、住宅戸数が着実に増加しま

した。この都心回帰により、平成 12 年には 45 年ぶりに定住人口が増加に転じました。 

一方で、住宅ストックが量的に確保されていながら、事務所等に転用されたり、投資を目的とするワ

ンルームマンションが急増するなど、必ずしも住宅が「住まい」として活用されていない状況が見られ

るほか、住居費が高水準であり、区民がそのニーズに応じた住居を確保することが容易ではない状況も

生じていました。 

そこで、平成 16 年度には「千代田区第二次住宅基本計画」を策定し、公共住宅の整備を主体とした

住宅施策を抜本的に見直すとともに、住宅ストックの有効活用や住宅市場の活用を図りながら、区民の

居住を総合的に支援する「居住施策」を積極的に推進してきました。 

 

 



 

 59 

 
 

第 

２ 

章 
 

 

 

表 20 住宅政策に関する年表 

年度 千代田区 東京都 国 

S41 

  ◆住宅建設計画法 

◆住宅建設五箇年計画 

 

H3 

◆千代田区住宅基本条例 

◆千代田区住宅基本計画 

（平成 3～12 年度） 

基本理念：「多様な人々が住み活動

する生活都心の形成」 

◆東京都住宅基本条例 

◆第 1 次東京都住宅マスタープラン 

（平成 3～7 年度） 

 

H4 
◆千代田区高齢者住宅計画 

（平成 4～12 年度） 

  

H7 
◆千代田区住宅白書 

 

  

H8 
 ◆第 2 次東京都住宅マスタープラン 

（平成 8～12 年度） 

 

H13 

 ◆第 3 次東京都住宅マスタープラン 

（平成 13～17 年度） 

目標：「豊かでいきいきとした東京居住を 

実現する」 

①活力が生まれる居住 

②ニーズに応じた選択ができる居住 

③だれもが安心して暮らせる居住 

④豊かでいきいきとした居住を支える住

宅市街地 

 

H16 

◆千代田区第二次住宅基本計画 

（平成 16～25 年度） 

めざすまちの姿：「多様なくらしに

応じた住まいを選択できるまち、

都心千代田」 

  

H18 

 ◆第 4 次東京都住宅マスタープラン 

（平成 18～22 年度） 

政策展開の基本的方向： 

・良質な住宅ストックと良好な住環境の 

形成 

・住宅市場の環境整備 

・都民の居住の安定確保 

 

◆東京都住宅基本条例全面改正 

◆住生活基本法 

◆住生活基本計画 

（平成 18～27 年度） 

目標： 

①良質な住宅ストックの形成及び

将来世代への継承 

②良好な居住環境の形成 

③多様な居住ニーズが適切に実現

される住宅市場の環境整備 

④住宅の確保に特に配慮を要する

者の居住の安定の確保 

 

 

第 1 期 

（昭和 41～45 年度） 

第 2 期 

（昭和 46～50 年度） 

第 3 期 

（昭和 51～55 年度） 

第 4 期 

（昭和 56～60 年度） 

第 5 期 

（昭和 61～平成 2 年度） 

第 6 期 

（平成 3～7 年度） 

第 7 期 

（平成 8～12 年度） 

第 8 期 

（平成 13～17 年度） 
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 千代田区 東京都 国 

H23 

 ◆第 5 次東京都住宅マスタープラン 

（平成 23～32 年度） 

今後 10 年間において重視する施策： 

・高度な安全性を備えた市街地の構成要

素としての住宅や居住の実現 

・既存ストックの課題対策と有効活用 

・公民の連携による市場の充実・強化 

・住宅セーフティネット機能の再構築 

◆住生活基本計画改定 

（平成 23～32 年度） 

目標： 

①安全・安心で豊かな住生活を支

える生活環境の構築 

②住宅の適正な管理及び再生 

③多様な居住ニーズが適切に実現

される住宅市場の環境整備 

④住宅の確保に特に配慮を要する

者の居住の安定の確保 

H24 ◆千代田区住宅白書   

H26 

◆千代田区第三次住宅基本計画 

（平成 26～35 年度） 
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２ 成果指標に基づく評価 

「千代田区第二次住宅基本計画」においては、「推進する施策」に対して指標が設定されていたこと

から、目標値と実績値との比較に基づく評価を行います。また、千代田区が関与・支援する住宅供給計

画戸数についても予定戸数と実績を比較します。 

 

２－１ 指標の達成状況 

表 21 指標の達成状況 

 推進する施策 指標 平成 10 年当時 目標値 実績 

1 
多様な住宅の供給を
促進する 

民営、公営・公団・公社の賃
貸住宅の割合(%) 

25.8% 
40% 

平成 20 年 
45.6% 

2 高齢者や障害者、子育
て世帯などが安心し
てくらせる住宅を選
択できるようにする 

バリアフリー住宅の割合(%) 10.7% 
20% 

平成 27 年 
19.6% 

3 
夫婦と 6 歳未満の子どものい
る世帯の割合(%) 

2.2% 
3.5% 

平成 20 年 
5.3% 

4 
まちづくりとあわせ
て住宅供給を誘導す
る 

再開発事業や大規模開発によ
り供給される住宅の着工戸数
(戸) 

810 戸 
1,600 戸 

平成 23 年 
1,865 戸 

5 
マンション等を良質
な住宅ストックにす
る 

昭和 56 年以降に建築された
非木造の共同住宅の割合(%) 

42.9% 
60% 

平成 20 年 
54.7% 

6 
最低居住水準未満の世帯の割
合(%) 

9.2% 
0% 

平成 20 年 
11.0% 

（実績）1・3 平成 22 年国勢調査   

2・5・6 平成 20 年住宅・土地統計調査 

4 別表                

 

１．民営、公営・公団・公社の賃貸住宅の割合 

住宅付置制度や都心共同住宅供給事業をはじめとする民間住宅供給促進施策の効果もあり、平成 17

年から平成 22 年の間に民間賃貸住宅が 5,000 戸以上増加して目標値を上回りました。 

 

２．バリアフリー住宅の割合 

建築物の福祉環境整備に関して規定する条例・要綱に基づく指導・助言を行っており、「手すり」「段

差の解消」「車いすの通れる広さの廊下」の 3 点を備えたバリアフリー住宅の割合は平成 20 年時点で

19.6%と目標値（平成 27 年時点で 20%）に近づいています。 

 

３．夫婦と 6 歳未満の子どものいる世帯の割合 

夫婦と 6 歳未満の子どものいる世帯の割合は 5.3%（全 25,442 世帯のうち 1,341 世帯）と目標値を上

回りました。各種子育て支援施策とともに、ファミリー向け住宅の供給促進施策や次世代育成住宅助成

により子育て世帯の居住促進を図ってきたことが、子育て世帯の増加に寄与したと考えられます。 
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４．再開発事業や大規模開発により供給される住宅の着工戸数 

表 22 再開発事業や大規模開発により供給される住宅の着工戸数（平成 10～23 年度着工分） 

  地区 着工 竣工 供給戸数 

1 神保町一丁目南部 平成 12 年度 平成 15 年度 302 戸 

2 西神田三丁目北部西 平成 13 年度 平成 16 年度 189 戸 

3 富士見二丁目北部 平成 14 年度 平成 20 年度 414 戸 

4 平河町二丁目東部南 平成 15 年度 平成 21 年度 122 戸 

5 神田淡路町二丁目南部 平成 21 年度 平成 24 年度 333 戸 

6 飯田橋駅西口 平成 23 年度 （予定）平成 25 年度 505 戸 

合計 1,865 戸 

 

まちづくりとあわせて住宅供給を図り、住み良い住環境の整備を推進してきた結果、再開発事業や大

規模開発により供給された住宅は 1,865 戸で、目標の 1,600 戸を上回りました。 

 

５．昭和 56 年以降に建築された非木造の共同住宅の割合(%) 

表 23 建築時期別住宅戸数 （建築時期が平成 20年 9月までの住宅） 

建築時期 住宅総数（戸） うち非木造共同住宅（戸） 

昭和 45 年以前 1,980 1,130 

昭和 46～55 年 3,650 3,420 

昭和 56 年～平成 2 年 2,280 1,940 

平成 3～12 年 3,900 3,640 

平成 13～17 年 5,380 5,310 

平成 18～20 年 9 月 1,640 1,620 

不詳 4,040 － 

合計 22,870 17,060 

うち昭和 56 年以降 13,200 12,510 

昭和 56 年以降の非木造共同住宅の割合 54.7% 

 資料：平成 20 年住宅・土地統計調査             

民間住宅の供給が進んだことで昭和 56 年の新耐震基準施行以降に建築された非木造共同住宅の割合

は高まっていますが、目標値の達成に向けては昭和 55 年以前に建築された住宅の建替え等を促進する

必要もあります。 

 

６．最低居住水準未満の世帯の割合(%) 

最低居住面積水準未満の世帯の割合については、平成 10 年当時の値よりも上昇しており、目標値か

らは遠ざかる結果となりました。この背景には、平成 15 年前後を中心に多く供給されてきたワンルー

ムマンション等に居住する単身世帯の急増があると考えられます。また、平成 18 年に最低居住面積水

準自体が引き上げられたことも要因の一つとして考えられます。 
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２－２ 千代田区が関与・支援する住宅供給計画戸数の状況 

 

表 24 千代田区が関与・支援する住宅供給戸数 

推進する施策 事業 地区名等 予定戸数(戸) 実績(戸) 

①多様な住宅の供給
を促進する 

区有地活用による
住宅の供給 

神田東松下町計画 150  ※ 150 

（仮称）一番町計画 50 0 

小計 200 150 

②高齢者や障害者、子
育て世帯などが安心
してくらせる住宅を
選択できるようにす
る 

高齢者向け優良賃
貸住宅の供給 

 80 114 

区営住宅等の整備 
神田東松下町計画 
（区営住宅及び高齢者向け優良賃

貸住宅） 
100 ※ 129 

小計 180 243 

③まちづくりとあわ
せて住宅供給を誘導
する 

都心共同住宅供給
事業等助成 

 451 247 

建築物共同化住宅
整備促進事業助成 

 109 70 

市街地再開発事業 

西神田三丁目北部西地区 ― 189 

富士見二丁目北部地区 410 414 

平河町二丁目東部南地区 ― 122 

神田淡路町二丁目地区 500 333 

飯田橋駅西口地区 ― ※ 505 

小計 1,470 1,880 

合計 1,850 2,273 

 

予定戸数：「千代田区第二次住宅基本計画」P61 に掲載 

実  績：「千代田区第二次住宅基本計画」の計画期間（平成 16 年度から平成 25 年度まで）にお

ける供給戸数（※は平成 26 年度以降に供給予定） 
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第３章  

国・東京都の動向と 

千代田区の住宅を取り巻く課題  
 

 

 

 

 

 

国や東京都の住宅政策の動向と 

千代田区の住まい・住環境を取り巻く課題を整理しています。 
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１ 国・東京都の動向 

 

国・東京都の住宅政策の動向や社会情勢の変化は以下のとおりです。 

 

１－１ 国の住宅政策の動向 
本格的な少子高齢社会・人口減少社会の到来、住宅ストック量の充足等の社会経済情勢の変化を踏

まえ、平成 18 年 6 月、40 年間にわたって住宅の「量」の確保を主眼としてきた「住宅建設計画法」

が廃止され、住生活の「質」の向上を目指し、国民の住生活の安定の確保及び向上を促進する「住生

活基本法」が制定されました。 

これに伴い、市場重視と消費者利益の保護、ストック重視、住宅セーフィティネットの構築、福祉・

まちづくり・環境等の分野との連携強化、地域の実情を踏まえたきめ細かな政策展開、住宅関連産業

の健全な発展などを目指した政策が展開されてきました。 

また、平成 23 年の「高齢者住まい法」の改正により、サービス付き高齢者向け住宅の供給が推進

されています。 

 
① 量の確保から質の向上へ 

昭和 48 年にすべての都道府県で住宅数が世帯数を上回ったことを契機に、住宅政策の重点は住

宅ストックの質の向上や良好な住環境の確保に移行してきました。 

その結果、床面積を中心とするわが国の居住水準はかなりの改善がみられ、半数以上の世帯が誘

導居住面積水準に達しています。ただし、大都市圏の借家を中心に、最低居住面積水準、誘導居住

面積水準ともに未だに達成していない世帯も多く、さらなる改善を図ることが課題とされています。 

 

② 市場重視と消費者利益の保護 

社会経済情勢や居住ニーズの変化に対応し、住宅に求められる質が多様化・高度化してきていま

す。 

これに応えるためには、健全な市場を形成し、活用を図ることと併せ、供給者や取引相手に比べ

て専門的知識や経験等が少ない消費者の利益を保護することが必要として、住宅性能表示制度等に

よる情報提供、特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律の施行などが進められています。 

 

③ ストック重視 

住宅が量的に充足された一方、環境・資源・エネルギー問題が深刻化する中で、住宅を「作って

は壊す」社会から、「いいものを作って、きちんと手入れして、長く大切に使う」社会へと移行し、

住宅を社会全体の資産として活用していくことが求められています。 

既存ストックを有効に活用するとともに、良質な住宅ストックを形成し、それが適切に維持管理

され、円滑に流通する循環型市場の形成をめざし、住宅性能表示制度の創設、住宅性能水準や居住

環境水準の明確化などの制度充実が進められています。 

 

 

 



 

 67 

 
 

 

第 

３ 

章 
 

 

④ 福祉・まちづくり等との連携強化 

住まいに関するニーズが多様化・高度化するなか、住宅行政のみではニーズへの対応が困難であ

り、福祉、まちづくり、環境、教育などの行政分野との一層の連携強化を図ることが求められてい

ます。 

例えば、住宅困窮者のためのセーフティネットの構築が課題となるほか、歩いて暮らせるコンパ

クトな都市づくりに寄与する街なか居住の推進、介護・医療と連携して高齢者を支援するサービス

付き高齢者向け住宅、住宅エコポイントの創設などが進められています。 

 

⑤ 地域の実情を踏まえたきめ細かな政策展開 

地域の実情を最もよく把握している地方自治体が、その主体性と総合性を発揮することが期待さ

れています。 

また、地域住民をはじめ、ＮＰＯ、企業、専門家等の緊密な連携によるきめ細かな施策展開が必

要であることを踏まえ、「『新たな公』によるコミュニティ創生支援モデル事業」「『新しい公共』の

担い手による地域づくり活動環境整備に関する実証調査事業」などが実施されています。 

 

⑥ 住宅関連産業の健全な発展 

住宅市場において、質・価格両面で魅力ある住宅や関連サービスが提供されるためには、これら

に対応できる健全な住宅関連産業の発展が必要です。 

住宅関連産業における品質管理、コスト削減、環境対策、地域の中小住宅生産者の支援、それら

の基盤となる技術開発の支援・誘導、技術者の育成・技能の継承等を進めるため、中小住宅生産者

を対象に助成を行う長期優良住宅普及促進事業、マンション管理組合等をモデル的に支援するマン

ション等安心居住推進事業、民間事業者に対する住宅・建築関連先導技術開発助成事業等の実施、

住宅履歴情報の蓄積・活用方策の検討などが進められています。 

 

⑦ マンションをめぐる課題への対応 

分譲マンションの適正な維持管理や、老朽化に対応した建替え促進・耐震性の向上が全国的な課

題になっています。 

特に小規模な分譲マンションについては、管理組合の運営が組織的に行われていない、長期修繕

計画が未作成、修繕積立金が不足するなどの問題がみられます。 

また、ワンルームマンションでは、地域との関わりが薄く、入居者マナーの不徹底などにより近

隣とのトラブルが生じがちであるという課題もあります。 

建築から一定程度の年数が経過したマンションも増加している中で、これらの課題解決に向け、

居住者が積極的に関わっていけるような支援策が必要となっています。 
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□住生活基本計画（全国計画）の概要 
平成 23 年 3 月 15 日に閣議決定された住生活基本計画（全国計画）では、ハード面（広さ等）に加

え、ソフト面の充実により住生活を向上させること、老朽マンション対策など住宅ストックの管理・

再生対策を推進すること、新築住宅市場に加え、既存住宅流通・リフォーム市場の整備を推進するこ

とについて明記されました。 

○趣旨 

・住生活基本計画（全国計画）（平成 18 年 9 月 19 日閣議決定）は、住生活基本法に基づき、住生活

の安定の確保と向上の促進のための基本的施策を定めたもの。   

・旧計画は平成 18 年度から 27 年度までの 10 か年の計画であるが、同計画において概ね 5 年毎に見

直すこととされており、これに基づき、平成 23 年 3 月 15 日に平成 23 年度から 32 年度までを計

画期間とした新計画を閣議決定した。 

 

○計画の目標と基本的な施策 

目標１ 安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築  
住宅の品質・性能の向上や居住環境の整備を図るとともに、住生活の安心を支えるサービスが提供

される環境の実現を図ります。  

 

①住生活の安全を確保する住宅及び居住環境の整備  

・耐震診断、耐震改修等の促進  

・密集市街地の整備 等  

（指標）耐震性を有する住宅ストックの比率【79％（平成 20 年）→95%（平成 32 年）】 等  

 

②住生活の安心を支えるサービスが提供される環境の整備  

・サービス付きの高齢者向け住宅の供給促進  

・公的賃貸住宅団地等における生活支援施設の設置促進 等  

（指標）高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合【0.9%（平成 17年）→3～5％（平成 32 年）】等  

 

③低炭素社会に向けた住まいと住まい方の提案  

・住宅の省エネルギー性能の向上  

・地域材を活用した住宅の新築・リフォームの促進 等  

（指標）省エネ法に基づく届出がなされた新築住宅における省エネ基準（平成 11 年基準）達成率 

【42％(平成 22年 4月-9 月)→100％（平成 32 年）】  

 

④移動・利用の円滑化と美しい街並み・景観の形成  

・住宅及び住宅市街地のユニバーサルデザイン化  

・景観計画、景観協定等の普及啓発 等  
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目標２ 住宅の適正な管理及び再生  
住宅ストックの適正な管理の促進、特に急増する老朽マンション等の適正な管理と再生を図ります。  

・住宅の維持管理情報の蓄積  

・マンションの適切な管理・維持修繕の促進 等  

（指標）25 年以上の長期修繕計画に基づく修繕積立金を設定している分譲マンション管理組合の割合 

【37%（平成 20年）→70%（平成 32年）】 等  

 

 

目標３ 多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備  
国民一人一人が、それぞれのライフスタイルやライフステージに応じた住宅を無理のない負担で安

心して選択できる住宅市場の実現を図ります。  

 

①既存住宅が円滑に活用される市場の整備  

・瑕疵担保保険の普及、住宅履歴情報の蓄積の促進  

・リフォーム事業者に関する情報提供の促進、地域の工務店等のリフォーム技術の向上 等  

（指標）既存住宅の流通シェア【14%（平成 20 年）→25%（平成 32 年）】 等  

 

②将来にわたり活用される良質なストックの形成  

・住宅性能表示制度の見直し（評価項目の簡素化）  

・長期優良住宅制度の見直し（共同住宅の認定基準の合理化）  

・木材の加工・流通体制の整備、木造住宅の設計・施工に係る人材育成、伝統的な技術の継承・発展 等  

（指標）新築住宅における長期優良住宅の割合【8.8％（平成 21年）→20%（平成 32年）】 等  

 

③多様な居住ニーズに応じた住宅の確保の促進と需給の不適合の解消  

・長期・固定型住宅ローンの安定供給、税制上の措置  

・住替え支援の推進 等 

 

 

目標４ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保  
市場において自力では適切な住宅を確保することが困難な者（高齢者、障害者、子育て世帯等）に

対する、公的賃貸住宅や民間賃貸住宅による重層的な住宅セーフティネットの構築を図ります。  

 

・公営住宅等の適切な供給  

・民間賃貸住宅への円滑な入居を促進する居住支援協議会への支援強化 等  

（指標）最低居住面積水準未満率【4.3%（平成 20年）→早期に解消】 等  
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１－２ 東京都の住宅政策の動向 
東京都では平成 3 年度に第 1 次住宅マスタープランを策定して以来、5 年ごとに改定を行ってきてお

り、平成 23 年度に第 5 次の住宅マスタープランが策定されました。 

 

○ 東京都住宅マスタープランの体系 

図 67 東京都住宅マスタープランの体系 
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○東京都住宅マスタープランの政策指標 

 

 
表 25 東京都住宅マスタープランの政策指標 
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２ 千代田区の住宅を取り巻く課題 

 

千代田区の住まい・住環境を取り巻く主な課題として、以下の事項が考えられます。 

平成 16 年度に「千代田区第二次住宅基本計画」を策定して以降、千代田区の住宅を取り巻く環境は

大きく変化しており、多様化するニーズに対応しながら地域特性や時代に即した住宅施策を展開してい

くためにも、住宅基本計画改定の必要性が高まっています。 

 

１．多様な住まい方への対応 

昭和 30 年頃から続いてきた人口減少が平成 7 年を底に増加に転じて以降、現在に至るまで人口増加

が続いており、「千代田区第三次長期総合計画」で目標としてきた「人口 5 万人」にも近づきつつあり

ます。 

 しかしながら、近年の人口増加は居住における流動性が高い単身世帯の急増によるところが大きく、

したがって、千代田区に住み続けたい・新たに住みたいと願う様々な人々の都心居住や定住を推進しな

がら、「多様なくらしに応じた住まいを選択できるまち」を目指していくことは、引き続き課題となっ

ています。 

 

２．高齢者・障害者・子育て世帯などの安心居住 

２－１ 高齢者がいる世帯 

高齢者人口の比率は平成 7 年頃から 20％前後で横ばいとなっていますが、高齢者人口は増加が続い

ており、人口構成等を考慮すると今後も高齢者の増加は続くものと考えられます。高齢者の定住意向は

特に高く、また、高齢者になってからも自宅で暮らし続けたいとの要望が強い傾向にあります。福祉施

策とも連携しながら、住み慣れた地域・住み慣れた住宅で高齢者が住み続けられるよう、ハード・ソフ

ト両面から支援していくことが課題となっています。 

 

２－２ 子育て世帯 

近年は子育て世帯数が緩やかな増加傾向にある一方で、千代田区の家賃水準は特に高く、ファミリー

世帯が求める広さの住宅を確保することは容易ではありません。住宅だけでなく、保育園や学校など子

育て環境に対して幅広いニーズがある中で、都心区としての利便性を活かしつつ、育児・教育等の分野

とも連携しながら、子育て世帯が安心して住み続けられる住環境の整備を進めていくことが課題となっ

ています。 

 

２－３ 住宅セーフティネット 

平成 19 年に住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを育成する家庭など）

が各世帯に適した賃貸住宅を確保できるよう、住宅セーフティネット法が制定されました。様々な世帯

に対して適切に対応しながら居住の安定を確保するために、公共住宅や家賃助成・入居支援とともに、

民間事業者やＮＰＯなど様々な主体との連携や、福祉・雇用など他分野との連携も含めて、住宅セーフ

ティネットの充実を図っていくことが課題となっています。 
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３．安全・安心で良質な住環境の形成 

３－１ 防災性の向上 

昭和 55 年以前に建築された住宅は減少傾向が続いているものの、平成 20 年現在で約 5,650 戸ありま

す。このような旧耐震設計基準の住宅や、老朽化したマンションの耐震化を進めていくためには、所有

者及び居住者の理解や協力が不可欠です。平成 23 年に発生した東日本大震災の影響等により住まいの

防災性向上に対する関心も高まっている中で、住宅ストックのより一層の安全性向上に向けて取り組ん

でいくことが課題となっています。 

  

３－２ 地域コミュニティ 

地域における住み心地の良さの維持・向上や、災害時などに地域の安全を自分たちで守る「共助」に

おいて、地域コミュニティが担う役割は小さくありません。20～30 代の若い世代や賃貸マンション居

住者の町会加入率が特に低い状況にありますが、地域住民の活力をコミュニティの形成・活性化へとつ

なげていくために、住宅施策からもアプローチしていくことが課題となっています。 

 

 

４．良質な住宅ストックの形成 

４－１ 既存住宅ストックの有効活用・再生 

区民の約 85％が共同住宅に居住していますが、今後建築から一定の年数が経過したマンションが増加

していく中で、大規模改修や建替えによるマンション再生の重要性が増すと考えられます。マンション

の計画的な修繕による長寿命化や、改修・建替えの円滑な実施を図りながら、既存住宅ストックの長期

活用や良好な住宅ストックの形成を推進することが課題となっています。 

 

４－２ マンション管理の適正化 

 マンションにおける良好な居住環境の維持のためには、マンション管理が適切になされていることが

重要となりますが、維持管理に関する専門知識や合意形成など、適正な管理を行っていくために解決し

なければならない問題は少なくありません。マンション管理組合や賃貸マンション所有者等の自主的な

取り組みに対する支援を中心に、マンション管理の適正化を進めていくことが課題となっています。 

 

４－３ 住宅の環境性能 

 千代田区では、経済と環境とが共生する社会を目指して平成 19 年に「地球温暖化対策条例」を策定

しました。また、平成 21 年には低炭素社会の実現に向けた先導的な役割を果たす自治体として、国か

ら「環境モデル都市」に選定されました。東日本大震災以降、環境負荷の軽減や節電対策への関心が一

層高まっている中で、住宅分野においても、環境負荷の小さい住まいづくりに関する技術や環境性能の

高い住宅の普及・促進などが課題となっています。 
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第４章  

資料編 
 

 

 

 

 

 

 

 

千代田区における住宅関連施策の概要・実績や、各種データをまとめています。 
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住宅関連施策一覧 

 

  分類 No. 事業 

1 住宅供給 

1 区営住宅・区立住宅 

2 区営高齢者住宅 

3 区民住宅 

4 借上型区民住宅 

5 高齢者向け優良賃貸住宅 

2 
住宅助成 

（家賃・住宅ローン等） 

1 居住安定支援家賃助成 

2 高齢者等民間賃貸住宅入居支援 

3 高齢者向け返済特例制度助成 

4 高齢者等安心居住支援家賃助成 

5 離職者緊急住宅手当事業 

6 次世代育成住宅助成 

3 耐震化 

1 建築物の耐震診断助成 

2 木造住宅耐震促進事業 

3 マンション等の耐震促進事業 

4 
福祉 

安全・安心 

1 高齢者福祉住環境整備事業 

2 家具転倒防止器具取り付け事業 

3 緊急通報システムの設置 

4 日常用具及び住宅設備改善費の支給 

5 建築物の福祉環境整備に関する指導・助言 

6 マンションの安全・安心整備助成事業 

7 マンション防災対策 

5 
衛生 

環境・温暖化対策 

1 住まいの環境衛生向上事業 

2 ヒートアイランド対策助成 

3 新エネルギー及び省エネルギー機器等導入助成 

6 民間住宅供給促進 

1 市街地再開発等により供給された住宅 

2 都心共同住宅供給事業 

3 建築物共同化住宅整備促進事業 

4 総合設計制度の活用 

5 住宅付置制度 

6 開発協力金制度 

7 ワンルームマンション等建築物に関する指導 

8 住宅転用助成事業 

9 住宅資金融資あっせん等利子補給 

7 マンション管理組合支援 

1 マンション計画修繕調査費助成制度 

2 マンション修繕工事の債務保証料助成制度 

3 マンション建替え等検討調査費助成制度 

4 再開発・共同建築等推進組織助成制度 

5 まちづくりアドバイザー派遣制度 
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 １ 住宅供給  

 

１－１ 区営住宅・区立住宅 

 区営住宅は、区が住宅に困窮する低所得者に対して民間賃貸住宅よりも低廉な家賃で賃貸

する住宅です。 

 区では、人口減少に歯止めをかける目的で、昭和 40 年代に区独自の施策として区立住宅を

供給しました。その後、地方自治法の改正を受けて千代田区においても公営住宅の建設が可

能となり、昭和 55 年以降は区営住宅を供給するとともに、都営住宅の区移管や昭和 40 年代

に建設した区立住宅の建替えを進め、居住環境の向上を図ってきました。 

 なお、区では公共住宅ストックを適切に維持・管理していくために「千代田区公営住宅等

長寿命化計画」（平成 24 年 3 月）を策定し、公営住宅等の住宅ストックの長寿命化やライフ

サイクルコストの縮減を図っています。 

 

区立住宅 

  施設名 竣工 単身用 世帯用 所在地 

1 区立外神田住宅 昭和 46 年 3 月   60 戸 千代田区外神田３－４－１ 

2 区立神保町仮住宅 平成 6 年 5 月   23 戸 千代田区西神田２－３－１５ 

  0 戸 83 戸 合計 83 戸 

 

区営住宅 

  施設名 竣工 単身用 世帯用 所在地 

1 区営九段住宅 昭和 55 年 8 月   12 戸 千代田区九段南１－５－１２ 

2 区営四番町住宅 昭和 55 年 11 月   16 戸 千代田区四番町１１ 

3 区営一番町住宅 昭和 57 年 9 月   13 戸 千代田区一番町１０ 

4 区営内神田住宅 昭和 58 年 4 月   81 戸 千代田区内神田１－１－３ 

5 区営四番町アパート 昭和 61 年 4 月   38 戸 千代田区四番町１ 

6 区営神保町住宅 平成 8 年 3 月   4 戸 千代田区神田神保町２－１０ 

7 区営神保町第二住宅 平成 9 年 3 月   17 戸 千代田区神田神保町２－４０ 

8 区営富士見住宅 平成 11 年 9 月 3 戸 5 戸 千代田区富士見１－１１－８ 

9 区営西神田住宅 平成 11 年 10 月 9 戸 21 戸 千代田区西神田２－６－１ 

10 区営水道橋住宅 平成 14 年 5 月 20 戸 23 戸 千代田区三崎町２－２２－１２ 

11 区営淡路町住宅 平成 16 年 1 月   5 戸 千代田区神田淡路町２－９－９ 

  32 戸 235 戸 合計 267 戸 
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１－２ 区営高齢者住宅 

入居対象を高齢者に限定した区営高齢者住宅には生活協力員がおり、入居者の安否確認や

相談活動などを行うことを通じて、心身の自立と地域社会で孤立せずに生活できる社会的自

立を支援します。また、バリアフリーや緊急通報システムなど高齢者向けの仕様・設備を備

えています。 

 

区営高齢者住宅 

  施設名 竣工 単身用 世帯用 所在地 

1 いきいきプラザ一番町 平成 7 年 3 月 13 戸 2 戸 千代田区一番町１２ 

2 神保町高齢者住宅 平成 9 年 3 月 13 戸 3 戸 千代田区神田神保町２－４０ 

3 富士見高齢者住宅 平成 11 年 9 月 18 戸 3 戸 千代田区富士見１－１１－８ 

4 淡路町高齢者住宅 平成 16 年 1 月 18 戸 3 戸 千代田区神田淡路町２－９－９ 

  62 戸 11 戸 合計 73 戸 

 

 

１－３ 区民住宅 

 区民住宅は、区が主に中堅所得層のファミリー世帯などに対して所得に応じた家賃負担で

賃貸する住宅です。区の人口が最も落ち込んだ平成 10 年前後に、区の直接供給により 3 団地

226 戸が整備されました。 

 

区民住宅 

  施設名 竣工 単身用 世帯用 所在地 

1 九段さくら館 平成 7 年 7 月 8 戸 37 戸 千代田区九段南２－９－８ 

2 番町さくら館 平成 8 年 3 月   28 戸 千代田区一番町１２ 

3 西神田区民住宅 平成 11 年 10 月 27 戸 126 戸 千代田区西神田２－６－１ 

  35 戸 191 戸 合計 226 戸 
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１－４ 借上型区民住宅 

 借上型区民住宅は、主に民間事業者が建設した住宅を財団法人まちみらい千代田が 20 年間

借り上げ、中堅所得層のファミリー世帯などに対して所得に応じた家賃負担で居住できる住

宅として提供するものです。区の人口が最も落ち込んだ平成 10 年前後より、合計 152 戸を提

供してきました。 

 

借上型区民住宅 

  施設名 竣工 単身用 世帯用 所在地 

1 クリダイマンション 平成 8 年 6 月   14 戸 千代田区神田佐久間町３－３７ 

2 グリーンハイツ富士見 平成 8 年 9 月   23 戸 千代田区富士見１－２－１９ 

3 プルミエール一番町 平成 9 年 2 月   15 戸 千代田区一番町４ 

4 センチュリーハウス２１ 平成 9 年 2 月   14 戸 千代田区神田司町２－５ 

5 鈴重東神田コート 平成 9 年 4 月   16 戸 千代田区東神田１－５－４ 

6 神田ハイム 平成 9 年 5 月   11 戸 千代田区外神田６－６－６ 

7 テルセーロ三鈴 平成 10 年 5 月   14 戸 千代田区岩本町１－１２－７ 

8 パリセイド東神田 平成 10 年 8 月   16 戸 千代田区東神田３－２－１ 

9 コンフォートタカシマ 平成 11 年 5 月   12 戸 千代田区岩本町１－２－１６ 

10 ＳＨフラット 平成 12 年 8 月   17 戸 千代田区神田和泉町１ 

  0 戸 152 戸 合計 152 戸 

 

 



 

 80 

 
 

 
 

第 

４ 

章 

 

１－５ 高齢者向け優良賃貸住宅 

高齢者向け優良賃貸住宅は、バリアフリーや緊急時対応サービスなど、高齢者が安心して

居住できる仕様・設備を備えた民間賃貸住宅です。都道府県知事の認定を受けた高齢者向け

優良賃貸住宅には、整備費用の補助や家賃減額に対する補助など、各種の助成が行われます。 

 

※ 家賃減額補助は最大月額 4 万円（平成 25 年 3 月末現在） 

※ 平成 23 年 10 月 20 日に「高齢者の居住の安定確保に関する法律」の改正法が施行され

たことにより、高齢者向け優良賃貸住宅の制度は廃止となり、高齢者向け住宅の制度は「サ

ービス付き高齢者向け住宅」に一本化されました。ただし、旧法に基づき認定された千代

田区内の住宅は、引き続き高齢者向け優良賃貸住宅として提供されています。 

 

高齢者向け優良賃貸住宅 

  施設名 開設 戸数 所在地 

1 新内こもれび千代田 平成 17 年 4 月 15 戸 千代田区西神田２－３－３ 

2 こもれび神田神保町 平成 20 年 6 月 11 戸 千代田区神田神保町２－３２ 

3 木村末廣苑 こもれび外神田 平成 23 年 5 月 20 戸 千代田区外神田３－１６－２ 

4 こもれび東神田 平成 23 年 5 月 17 戸 千代田区東神田１－３－４ 

5 こもれび神田明神下 平成 24 年 3 月 5 戸 千代田区外神田２－８－１０ 

6 こもれび神田紺屋町 平成 25 年 4 月 28 戸 千代田区神田紺屋町４１ 

7 (仮称)千代田区岩本町二丁目計画 (予定)平成 25 年 9 月 18 戸 千代田区岩本町２ 

8 (仮称)こもれび千桜 (予定)平成 28 年春 30 戸 千代田区神田東松下町 

  144 戸※   

※うち供給予定 48 戸（平成 25 年 3 月末現在）     
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 ２ 住宅助成  

 

２－１ 居住安定支援家賃助成 

居住安定支援家賃助成は、高齢者・障害者・ひとり親世帯が、居住する住宅の取り壊し等

により転居を余儀なくされた場合や、やむを得ない事由により世帯の所得が著しく減少した

場合、または安全上・衛生上劣悪な状態の住宅に居住している場合に、家賃等の一部を助成

することで、円滑な転居や区内における継続居住を支援する制度です。 

 最大月額 5 万円・最長 5 年間の家賃助成とともに、転居一時金助成・契約更新助成・火災

保険料助成を実施しています。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

家賃助成：5 万円 

転居一時金助成：家賃 3 か月分程度 

契約更新助成：家賃基準額 1 か月分 

火災保険料助成：7,500 円 

※助成期間は最長 5 年間 

事業開始（平成 18 年度）～平成 23 年度 

助成世帯数：26 世帯 

総助成額：57,904 千円 

 

 

２－２ 高齢者等民間賃貸住宅入居支援 

高齢者等民間賃貸住宅入居支援は、区内に居住する高齢者・障害者・ひとり親世帯が区内

での転居をする際に、保証会社利用料への助成等を行うことにより、保証人が見つからない

ため契約が困難となっている方の民間賃貸住宅入居及び区内での継続居住を支援する制度で

す。この制度では、公益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンターが実施する「あんし

ん居住制度」の「見守りサービス」の利用に要した経費に対する助成も実施しています。 

 

※助成対象は、区と家賃等債務保証制度の実施に関する協定を締結した民間保証会社に限り 

ます。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

家賃等債務保証制度保証料助成：5 万円 

あんしん居住制度利用料助成：必要経費の 50% 

事業開始（平成 16 年度）～平成 23 年度 

助成世帯数：4 世帯 

総助成額：194 千円 
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２－３ 高齢者向け返済特例制度助成 

高齢者向け返済特例制度助成は、高齢者（60 歳以上）の方が、現に居住している住宅に引

き続き居住する前提で、近隣との共同建替え等を行う場合や、バリアフリー工事・耐震工事

を実施する際に住宅金融支援機構の「高齢者向け返済特例制度」を利用する場合に、区が簡

易不動産鑑定料及び債務保証料の一部を助成するものです。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

簡易不動産鑑定費用助成：10 万円 

債務保証費用助成：15 万円 

事業開始（平成 16 年度）～平成 23 年度 

助成世帯数：2 世帯 

総助成額：407 千円 

 

 

２－４ 高齢者等安心居住支援家賃助成 

高齢者等安心居住支援家賃助成は、区内の持ち家に居住する要介護高齢者世帯等で、その

居住する住宅のバリアフリー改修が困難等の理由により日常生活に支障が生じ、緊急に代替

となる住宅の確保が必要と認められる場合に、民間賃貸住宅の家賃等の一部を助成する制度

です。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

家賃助成：5 万円 

※助成期間は最長 2 年間 

事業開始（平成 17 年度）～平成 23 年度 

助成世帯数：6 世帯 

総助成額：7,200 千円 

 

 

２－５ 離職者緊急住宅手当事業 

 離職者緊急住宅手当事業は、離職により住宅を失った方又は失う恐れのある方で、就労能

力と就労意欲があり、ハローワークへ求職申込みを行う方を対象として、6 か月間を限度に住

宅手当を支給する事業です。住宅手当の支給と併せて就労支援を実施し、住宅及び就労機会

の確保に向けた支援を行います。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

住宅手当：月額 69,800 円（上限額） 

※助成期間は最長 6 か月間 

事業開始（平成 21 年度）～平成 23 年度 

助成世帯数：29 世帯 

総助成額：10,491 千円 
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２－６ 次世代育成住宅助成 

 次世代育成住宅助成は、親世帯との近居のために住み替える新婚世帯・子育て世帯や、子

どもの誕生・成長等に伴いより広い住宅に居住するために区内転居する子育て世帯などを対

象に、家賃や住宅ローンの一部を助成する事業です。 

この事業は、平成 14～18 年度に実施した子育てファミリー世帯等親元近居助成の後継事業

であり、区内の世帯構成バランスの改善・地域コミュニティの活性化を図りながら、定住性

の向上を目指すことを目的としています。 

 

助成内容（助成上限額など） 実績 

下表のとおり 

事業開始（平成 19 年度）～平成 23 年度 

助成世帯数：289 世帯 

総助成額：209,033 千円 

 

次世代育成住宅助成 助成額表（平成 25 年 3 月末現在） 

親元近居 区内転居 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目

6～ 8～ 8.0 7.2 6.4 5.6 4.8 4.0 3.2 2.4 499.2

5 7 7.0 6.3 5.6 4.9 4.2 3.5 2.8 2.1 436.8

4 6 6.0 5.4 4.8 4.2 3.6 3.0 2.4 1.8 374.4

3 5 5.0 4.5 4.0 3.5 3.0 2.5 2.0 1.5 312.0

2 4 4.0 3.6 3.2 2.8 2.4 2.0 1.6 1.2 249.6

3 3.0 2.7 2.4 2.1 1.8 1.5 1.2 0.9 187.2

2 2.0 1.8 1.6 1.4 1.2 1.0 0.8 0.6 124.8

世帯人数（人） 助成額（月額／万円） 合計
（万円）
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 ３ 耐震化  

 

３－１ 建築物の耐震診断助成 

事務所等の民間建築物の耐震診断を行う場合に、診断に要する費用の一部を助成します。

平成 7 年度の事業開始当初の助成額は診断費用の 10 分の 2（限度額 50 万円）でしたが、平

成 20 年度・平成 23 年度に助成内容を拡充しました。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

①耐震診断に要した費用の 2 分の 1（限度額 200 万円） 

②緊急輸送道路に面した建物の場合、耐震診断に要した 

費用の 5 分の 4（限度額 400 万円） 

[参考] 平成 16 年度～平成 23 年度 

助成世帯数：74 棟 

総助成額：121,352 千円 

※事業開始は平成 7 年度 

 

 

３－２ 木造住宅耐震促進事業 

高齢者や障害者等の方がお住まいの木造住宅の耐震診断や耐震改修を行う際に、その費用

を助成します。平成 24～27 年度は、高齢者等がお住まいでなくても助成対象となります。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

耐震診断助成：限度額 10 万円 

耐震改修助成：限度額 100 万円 

耐震シェルター等設置費用助成：限度額 50 万円 

事業開始（平成 16 年度）～平成 23 年度 

耐震診断助成棟数：220 棟 

耐震改修助成棟数：83 棟 

合計助成額：104,034 千円 
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３－３ マンション等の耐震促進事業 

マンションの耐震診断や耐震改修等に要する費用を助成します。震災時における建築物の

安全性の向上を図り、安心して生活できる災害に強いまちづくりを目指しています。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

別表のとおり 

事業開始（平成 18 年度）～平成 23 年度 

耐震診断助成棟数：33 棟 

耐震改修助成棟数：3 棟（設計 2 棟、改修 1 棟） 

合計助成額：87,631 千円 

 

マンション等の耐震促進事業 助成内容（助成上限額など・平成 25 年 3 月末現在） 

耐震診断助成 

分譲マンション：補助率 75～100%（限度額 300～400 万円） 

緊急輸送道路沿道の場合は補助率 80～100%（限度額 400～500 万円） 

賃貸マンション：補助率 75%（限度額 300 万円） 

緊急輸送道路沿道の場合は 80%（限度額 400 万円） 

※分譲マンションは住民登録率により補助率・限度額が変わります。 

補強設計助成 

緊急輸送道路沿道のマンション：補強設計に要した費用（限度額 750 万円） 

緊急輸送道路沿道以外のマンション：補強設計に要した費用×3 分の 2（限度額 500 万円） 

※補強設計に要した費用は 1,500 円／㎡を限度とします。 

耐震改修助成 

緊急輸送道路沿道のマンション：耐震改修工事に要した費用×3 分の 2（限度額 2 億 3,650 万円） 

緊急輸送道路沿道以外のマンション：耐震改修工事に要した費用×23%（限度額 1 億 879 万円） 

耐震改修促進法の認定が得られないマンション：耐震改修工事に要した費用×23%×3 分の 2 

（限度額 7,252 万円） 

※耐震改修促進法の認定が得られないマンションは、区長が特に認めた場合に助成対象とします。 

※耐震改修工事に要した費用は 47,300 円／㎡を限度とします。 

※耐震改修助成は、原則として建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく認定を受けた計画で

あることが助成の要件です。 

マンションアド

バイザー派遣 

耐震工事の必要性のアドバイス（原則 1 回派遣） 

改修工事が必要なときの工事方法・資金計画のアドバイス：原則 5 回派遣 
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 ４ 福祉、安全・安心  

 

４－１ 高齢者福祉住環境整備事業 

 高齢者が住み慣れた自宅で自立して安全に暮らせるよう、住まいに関する相談やアドバイ

スを行います。また、介護予防や自立支援の視点から改修工事等が必要な場合は、工事費用

の一部給付を行います。 

助成内容（助成限度額など） 実績 

下表のとおり 

[参考] 平成 23 年度 

下表のとおり 

 

予防給付 

区分 限度額 平成 23 年度件数 

手すりの取付け 

200,000 円 

25 件 

床段差の解消 3 件 

床材の変更 0 件 

扉の変更 1 件 

洋式便器への取り替え 2 件 

入浴用福祉用具購入 2 件 

計 33 件 

 

設備給付 

区分 限度額 平成 23 年度件数 

浴槽取り替え 379,000 円 12 件 

流し・洗面台取り替え 156,000 円 1 件 

洋式便器への取り替え 106,000 円 5 件 

階段昇降機設置 1,000,000 円 7 件 

ホームエレベーター設置 700,000 円 0 件 

卓上用ＩＨクッキングヒーター購入 20,000 円 2 件 

計 27 件 
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４－２ 家具転倒防止器具取り付け事業 

 高齢者世帯等に対して家具転倒防止器具の取り付けを行うことにより、地震などに伴う二

次災害・事故の防止を図ります。 

内容 実績 

器具取り付け費用：一世帯につき 3 組まで無料 

事業開始（平成 8 年度）～平成 23 年度 

総助成世帯数：1,533 世帯 

 

 

４－３ 緊急通報システムの設置 

緊急通報システムは、機器本体の緊急ボタンを押すだけで利用者の緊急事態を消防署や警

備会社等に自動通報し、①119 番通報・②自宅への安否確認・③予め登録した緊急連絡先へ

の電話連絡を行うものです。夜間・休日に関係なく 24 時間対応し、緊急時には出動員が自宅

に急行します。 

高齢者や障害者の自宅への緊急通報システム設置を進め、日常安否確認や緊急時の迅速な

対応により生活の安全確保を図っています。また、区営高齢者住宅や高齢者向け優良賃貸住

宅にも緊急通報システムが設置されています。 

 

 

４－４ 日常用具及び住宅設備改善費の支給 

 在宅の心身障害者の日常生活を容易にするための用具の購入費や、住宅設備改善工事費に

対して助成します。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

【助成内容例】 

①居宅生活動作補助用具：200,000 円 

②中規模改修：641,000 円 

③屋内移動設備：本体 979,000 円 

設置費 353,000 円 

④階段昇降機：直線階段 700,000 円 

       曲線階段 1,483,000 円 など 

[参考] 平成 16 年度～平成 23 年度 

助成件数：13 件 

※事業開始は昭和 44 年度 

 



 

 88 

 
 

 
 

第 

４ 

章 

 

４－５ 建築物の福祉環境整備に関する指導・助言 

 高齢者・障害者等の円滑な移動及び建築物等の施設の円滑な利用を総合的に推進するため

に、以下の条例・要綱に基づく指導・助言を行います。 

【東京都福祉のまちづくり条例】 

学校・医療施設や共同住宅（延べ面積 2,000 ㎡以上）等の特定都市施設について、「東京

都福祉のまちづくり条例」に基づき、施設整備基準に適合する建築物とするよう指導及び

助言を行っています。 

 

【千代田区福祉のまちづくりに係る共同住宅整備要綱】 

延べ面瀬 2,000 ㎡未満の共同住宅について、「千代田区福祉のまちづくりに係る共同住宅

整備要綱」に定める整備基準に適合する建築物とするよう指導及び助言を行っています。 

実績 

東京都福祉のまちづくり条例 

平成 7～23 年度 

千代田区福祉のまちづくりに係る共同住宅整備要綱 

平成 3～23 年度 

共同住宅にかかる届出件数：64 件 

（うち適合件数：50 件） 

共同住宅にかかる届出件数：499 件 

（うち適合件数：219 件） 

 

 

４－６ マンションの安全・安心整備助成事業 

マンションの安全・安心整備助成事業は、震災時における高齢者等の移動手段の安全性を

確保するため、マンション管理組合等が、共用階段や階段からの避難経路上の「手すり設置」

や「段差解消」に関する工事を行う場合や、「地震時管制運転装置」・「戸開走行保護装置」が

設置されていないエレベーターに装置を設置する場合に、その費用の一部を助成するもので

す。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

階段手すり設置工事等：工事費の 3 分の 1（限度額 100 万円） 

地震時管制運転装置・戸開走行保護装置：工事費の 3 分の 1 

（限度額 30 万円） 

※専門業者による工事に限ります 

※戸開走行保護装置は平成 22 年度より助成対象化 

事業開始（平成 18 年度）～平成 23 年度 

階段手すり設置工事等：15 件 

地震管制運転装置：13 件 

戸開走行保護装置：0 件 
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４－７ マンション防災対策 

マンションにおける防災力の向上と、居住者と地域との連携強化を図るため、エレベータ

ーの閉じ込め対策の実施や防災訓練への参加促進などを実施します。 

 

①マンション防災訓練 

マンション居住者が参加する防災訓練をマンションごとに実施しています。 

②エレベーター非常用備蓄キャビネット 

 震災時におけるエレベーター閉じ込めへの対策として、飲料水やトイレシート・懐中電灯などの物資を

収めた備蓄キャビネットを配布しています。 

③ＡＥＤ貸与 

 誰もが使用できるようオートロックの手前に設置する等の条件を満たしたマンションに対し、地域配備

の一環としてＡＥＤの貸与を実施しています。 

④マンション防災アドバイザー派遣（平成 24 年度から実施） 

 マンション（分譲・賃貸）にて居住者向けの防災マニュアルを作成する場合、防災アドバイザーを派遣

し、助言・支援を行います。 

⑤備蓄物資購入費用助成 

 災害時に必要となる物資の備蓄及び機材を確保するための補助金を交付しています。 

 ※防災マニュアルを作成すると補助率が上がります。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

【備蓄物資購入費用助成】 

・分譲マンション 

補助率 1/4～3/4 （限度額 15 万円） 

※限度額は平成 26 年度以降 10 万円 

・賃貸マンション 

補助率 1/4～2/3 （限度額 10 万円） 

防災訓練：11 件 

（平成 18 年度～平成 23 年度） 

エレベーター非常用備蓄キャビネット：77 台 

（平成 20 年度～平成 23 年度） 

ＡＥＤ貸与：33 台 

（平成 20 年度～平成 23 年度） 

備蓄物資購入費用助成：14 件 

（平成 21 年度～平成 23 年度） 
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 ５ 衛生、環境・温暖化対策  

 

５－１ 住まいの環境衛生向上事業 

 住まいに起因する健康被害の予防・対策として、「住まいの環境相談及び調査」や「住宅等

建築物の図面審査の際の衛生的視点に基づく指導」などを行います。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

 

事業開始（平成 16 年度）～平成 23 年度 

環境調査数：298 件  相談数：2,980 件 

図面審査数：375 件 

 

 

５－２ ヒートアイランド対策助成 

ヒートアイランド対策助成は、都市部のヒートアイランド現象緩和につながる屋上緑化や

壁面緑化などを実施した区民・事業者に対して助成金を交付する事業です。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

①屋上緑化 

固定基盤 助成単価：3 万円／㎡（限度額 200 万円） 

プランター 助成単価：15,000 円／基（限度額 50 万円） 

②壁面緑化 

助成単価：5,000 円／㎡（限度額 50 万円） 

③敷地内緑化 

助成単価：3 万円／㎡（限度額 200 万円） 

④高反射率塗装等 

助成単価：4,500 円／㎡（限度額 30 万円） 

[参考] 平成 16 年度～平成 23 年度 

助成世帯数：63 世帯 

助成額：6,829 千円 

※住宅関連のみの世帯数・助成額 

※事業開始は平成 14 年度 

 

 

５－３ 新エネルギー及び省エネルギー機器等導入助成 

 新エネルギー及び省エネルギー機器等導入助成は、地球温暖化対策を推進するとともに環

境保全の意識啓発を図るため、区民や事業者を対象に新エネルギー及び省エネルギー機器等

を導入する際の費用の一部を助成する事業です。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

①太陽光発電システム 

家庭用：10 万円／kw（上限額 40 万円） 

業務用：10 万円／kw（上限額 100 万円） 

②外壁・窓等の断熱対策 

新築建物：基準を超える断熱対策にかかる費用（差額）の

20%（上限額 100 万円） 

既築建物：断熱改修にかかる費用の 20%（上限額 100 万円） 

※上記以外にも対象機器あり 

事業開始(平成 21 年度)～平成 23 年度 

助成世帯数：230 世帯 

助成額：20,786 千円 

※住宅関連のみの世帯数・助成額 
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 ６ 民間住宅供給促進  

 

６－１ 市街地再開発などにより供給された住宅 

 市街地再開発事業など、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る大規模

開発事業において、民間事業者により相当数の良質な住宅が供給されてきました。 

 

市街地再開発などにより供給された住宅 

  地区 竣工 供給戸数 

1 飯田橋四丁目 昭和 58 年度 150 戸 

2 麹町四丁目 平成 4 年度 53 戸 

3 西神田三丁目北部東 平成 10 年度 52 戸 

4 神保町一丁目南部 平成 15 年度 302 戸 

5 西神田三丁目北部西 平成 16 年度 189 戸 

6 富士見二丁目北部 平成 20 年度 414 戸 

7 平河町二丁目東部南 平成 21 年度 122 戸 

8 神田淡路町二丁目南部 平成 24 年度 333 戸 

9 飯田橋駅西口 （予定）平成 25 年度 505 戸 

合計 2,120 戸 

※平成 24 年 12 月末現在、供給済み 1,282 戸・供給予定 838 戸 
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６－２ 都心共同住宅供給事業 

都心共同住宅供給事業は、東京都の事業認定を受け、地区面積 500 ㎡以上・敷地面積 300

㎡以上の土地に規定以上の空地と住宅等をもつ良質な中高層の建築物を整備する事業です。

このように一定のオープンスペースと住宅をもった建築物を建築する場合に、その事業費の

一部を補助することにより、市街地環境の整備・改善と併せて、良好な住宅の供給促進を図

っています。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

【助成対象経費】 

①設計・工事監理や資金計画の作成に要する費用 

②既存建築物の除却や土地整備に要する費用 

③空地や廊下・階段等の共同施設の整備に要する費用

【助成額】 

助成対象経費の 3 分の 2 以内 

事業開始（平成 9 年度）～平成 23 年度 

住宅供給：7 棟 537 戸 

下表のとおり 

 

 

都心共同住宅供給事業 

  地区 竣工 供給戸数 

1 千代田区麹町 5 ほか 平成 11 年度 101 戸 

2 千代田区九段北 2 ほか 平成 11 年度 57 戸 

3 千代田区三番町 平成 14 年度 68 戸 

4 千代田区五番町 平成 15 年度 64 戸 

5 千代田区神田須田町 2 ほか 平成 16 年度 63 戸 

6 千代田区神田練塀町 平成 18 年度 108 戸 

7 千代田区神田佐久間町 4 ほか 平成 18 年度 76 戸 

合計 537 戸 
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６－３ 建築物共同化住宅整備促進事業（ミニ優良） 

 建築物共同化住宅整備促進事業は、都心共同住宅供給事業に該当しない比較的小規模な敷

地において、空地と住宅をもった建築物を建築する場合に、その事業費の一部を助成するも

のです。これにより、市街地環境の整備や良好な住宅の供給を図っています。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

認定住宅 1 戸あたり 300 万円 

（単身者向け住宅は 1 戸あたり 150 万円） 

事業開始（平成 4 年度）～平成 23 年度 

住宅供給：10 棟 112 戸 

下表のとおり 

 

 

建築物共同化住宅整備促進事業（ミニ優良） 

  地区 竣工 供給戸数 

1 千代田区外神田 4 平成 6 年度 8 戸 

2 千代田区神田小川町 2 平成 6 年度 2 戸 

3 千代田区外神田 5 平成 7 年度 8 戸 

4 千代田区外神田 6 平成 12 年度 13 戸 

5 千代田区神田東松下町 平成 14 年度 11 戸 

6 千代田区神田東松下町 平成 16 年度 17 戸 

7 千代田区神田司町 2 平成 16 年度 11 戸 

8 千代田区西神田 2 平成 18 年度 8 戸 

9 千代田区九段南 2 平成 21 年度 18 戸 

10 千代田区神田東松下町 平成 23 年度 16 戸 

合計 112 戸 
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６－４ 総合設計制度の活用 

総合設計制度とは、一定規模以上の敷地面積を有し、一定割合以上の実効性ある空地を確

保している建築計画について、建築基準法上の容積率制限・道路斜線制限・隣地斜線制限等

の形態制限の緩和を認めるものです。これにより、土地の高度利用や敷地の共同化等を図る

とともに、公共的な空地や空間を確保することで、市街地環境の整備・改善を図っています。 

千代田区では、延べ面積が 1 万㎡以下の建築計画を対象として「千代田区総合設計許可要

綱」を定めています。 

 

※ 延べ面積が１万㎡超の建築計画には「東京都総合設計許可要綱」が適用され、東京都が許

可を行います。 

実績 

事業開始（平成元年度）～平成 23 年度 

許可件数：26 件 

許可における 50 ㎡以上の住戸数：693 戸 

 

 

６－５ 住宅付置制度 

住宅付置制度は、定住人口確保のための良質な住宅の供給と良好な住環境の整備を図るた

め、千代田区内で一定規模以上の敷地で建築物を建設する場合や、一定規模以上の建物を建

設する場合に、その規模に応じて住宅を建設するよう定めた制度です。 

 

【対象開発事業】（以下のいずれか） 

敷地面積が 500 ㎡以上の建築物 又は 延べ面積が 3,000 ㎡以上の建築物 

 

【住宅の付置面積】 

住居地域：敷地面積の 100%以上 

商業地域：敷地面積の 50%以上 

千代田区街づくり方針Ｄ地域(大手町・丸の内・有楽町など)：敷地面積の 25%以上 

 

【住宅の面積】 

一戸あたり 50 ㎡以上 

実績 

事業開始（平成 4 年度）～平成 23 年度 

住宅付置件数：213 件（履行完了） 

住宅付置戸数：4,950 戸 
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６－６ 開発協力金制度 

 開発協力金制度は、開発事業者が住宅を付置できない場合に、住宅の付置に代えて協力金

の拠出を求めることができる制度です。これにより、良質な住宅の供給や良好な住環境の整

備、区民等の定住の推進を図っています。 

 

【対象】（以下のいずれか） 

敷地面積が 500 ㎡以上の建築物 又は 延べ面積が 3,000 ㎡以上の建築物 

 

【協力金の金額】 

付置すべき住宅の建設費（付置面積×1 ㎡あたり 20 万円）に相当する金額 

 

【開発協力金の使途】（開発協力金制度要綱第 5 条） 

① 区民及び区内在勤者向けの区民住宅等の建設  

② 優良民間住宅の区民住宅としての借り上げ  

③ ①・②に関連する環境整備等に要する事業  

④ 区民住宅等を建設するための土地の購入  

⑤ 民間住宅の共同化事業への補助  

⑥ 区長が特に必要と認める区民等の定住促進事業 

実績 

事業開始（平成 4 年度）～平成 23 年度 

開発協力金受入件数：69 事案 

開発協力金受入額：9,445,966 千円 

 

開発協力金の使途（平成 12 年度～平成 23 年度） 

借上型区民住宅の管理運営 1,312,042 千円 

子育てファミリー世帯等親元近居助成 455,842 千円 

次世代育成住宅助成 209,033 千円 

都心共同住宅整備促進事業助成 105,330 千円 

建築物共同化住宅整備促進事業助成 58,025 千円 

マンション等の耐震診断助成 28,600 千円 

マンション等の耐震改修助成 302 千円 

マンション等の管理アドバイザー派遣 117 千円 

合計 2,169,291 千円 
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６－７ ワンルームマンション等建築物に関する指導 

 ワンルームマンションの建築に伴う紛争を未然に防ぐため、千代田区では「千代田区ワン

ルームマンション等建築物に関する指導要綱」に従って事前協議を行い、良好な近隣関係及

び地域の健全な生活環境の保持・向上を図ります。 

 

【対象】（以下のどちらにも該当するもの） 

・専用面積 30 ㎡以下の住戸が 10 戸以上の建築物 

・階数が地下を含めて 4 階以上の建築物 

 

【設計上の留意事項】 

・1 住戸の専用面積：25 ㎡以上 

・ファミリー向け住戸：総戸数 20 以上の場合、ファミリー向け住戸（専用面積 40 ㎡以上）の専用面

積の合計が、全住戸の専用面積の合計の 3 分の 1 以上 

・その他、地域の環境や建物の管理についての留意事項あり 

実績 

事業開始（昭和 62 年度）～平成 23 年度 

届出件数：220 件 

届出済戸数：8,851 戸（うち、30 ㎡以下戸数：6,953 戸） 

 

 

６－８ 住宅転用助成事業 

 ファミリー向け住宅の供給促進のため、事務所など住宅以外の用途として建築された建物

を住宅に用途転用する場合に改造工事費の一部を助成します。 

 主に区内居住者が自己所有の事務所を住宅転用して子ども世帯を呼び寄せる場合や耐震改

修する場合に利用されています。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

【持ち家】 

転用工事費の 15%以内（限度額 150 万円） 

耐震補強工事費の 15%以内（限度額 75 万円） 

【賃貸住宅】 

転用工事費の 10%以内 

耐震補強工事費の 15%以内（限度額 50 万円） 

事業開始（平成 9 年度）～平成 23 年度 

住宅転用助成：21 件 
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６－９ 住宅資金融資あっせん等利子補給 

「住宅資金融資あっせん制度」及び「民賃住宅利子補給制度」では、区内での住宅建築や

増築などをする区民・土地所有者・事業者等に対して、融資あっせんや利子補給を行い、住

宅の供給誘導や居住水準の向上、定住促進を図ります。 

 なお、「住宅資金融資あっせん制度」は平成 16 年度、「民賃住宅利子補給制度」は平成 10

年度をもってそれぞれ新規利用の募集を終了しました。 

実績 

住宅資金融資あっせん（昭和 55 年度～平成 23 年度） 

利子補給額：1,008,567 千円（84 件） 

民賃住宅利子補給制度（平成 7 年度～平成 23 年度） 

利子補給額：1,305,070 千円（12 件） 
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 ７ マンション管理組合支援  

 

マンションの良好な管理や大規模修繕・建替えの実施のために、(財)まちみらい千代田によりマンシ

ョン管理組合等への支援を行っています。 

 

７－１ マンション計画修繕調査費助成制度 

将来予測される大規模な修繕に計画的に取り組む目的で、建物及び設備について調査を実

施する場合に、調査費の一部を助成します。 

 

※助成対象項目は、マンションの共用部分で建物の外壁・防水・鉄部塗装・給排水設備・電

気設備など。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

助成対象項目に関わる調査費（消費税を除いた額）

の 2 分の 1（限度額 50 万円） 

事業開始（平成 15 年度）～平成 23 年度 

助成件数：45 件 

助成額：15,855 千円 

 

 

７－２ マンション修繕工事の債務保証料助成制度 

 マンション管理組合が共用部分の修繕工事を実施する際に、住宅金融支援機構の融資を受

け、(財)マンション管理センターに債務保証を委託する場合に、その債務保証料の一部を助成

します。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

上限額 50 万円（補助率は住民登録率により決定） 

住民登録率 70%以上：補助率 100% 

住民登録率 60%以上～70%未満：補助率 80% 

住民登録率 50%以上～60%未満：補助率 60% 

住民登録率 50%未満：補助率 50% 

事業開始（平成 20 年度）～平成 23 年度 

助成件数：4 件 

助成額：974 千円 
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７－３ マンション建替え等検討調査費助成制度 

 築 30 年以上経過したマンションの区分所有者が、当該マンションの建替え又は大規模改修

を検討する場合に、調査等に要する経費の一部を助成します。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

助成対象経費に関わる調査費（消費税を除いた額）

の 3 分の 1 

（限度額：3 年間で総額 100 万円） 

[参考] 平成 23 年度 

助成件数：3 件 

助成額：803 千円 

 

 

７－４ 再開発・共同建築等推進組織に対する助成制度 

 再開発組合・建替え組合・その他マンション単棟の建替えを目的として活動する管理組合

及び建替え組合に対し、その活動に要する費用の一部を助成します。 

助成内容（助成上限額など） 実績 

共同建築等を行う組織 限度額 50 万円 

マンションの建替えを行う組織 限度額 30 万円 

※ 助成期間は最長 3 年間 

事業開始（平成 15 年度）～平成 23 年度 

助成件数：16 件 

助成額：6,673 千円 

 

 

７－５ まちづくりアドバイザー派遣制度 

 区内における自主的かつ継続的なまちづくり活動（既設建物の保全・活用、共同建替え、

再開発、マンション建替え・維持管理等）に対して、専門家を派遣してアドバイスを行いま

す。 

助成等の内容（助成上限額など） 実績 

派遣費用は無料 

年度内 6 回（1 回 2 時間まで） 

同一事業最長 3 年間 

事業開始（平成 17 年度）～平成 23 年度 

派遣件数：30 件 
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用語解説 

○住宅等に関する用語の定義 

 本住宅白書では、総務省が実施している住宅・土地統計調査における定義（家族類型については国勢

調査における定義）を基に、住宅に関する用語を次のように定義します。 

 

（１）住宅 

一戸建の住宅やアパートのように完全に区画された建物の一部で、一つの世帯が独立して家庭生活を

営むことができるように建築又は改造されたもの。 

 ここで、「完全に区画された」とは、コンクリート壁や板壁などの固定的な仕切りで、同じ建物の他

の部分と完全に遮断されている状態をいう。 

 また、「一つの世帯が独立して家庭生活を営むことができる」とは、①一つ以上の居住室がある、②

専用の炊事用流し（台所）がある、③専用のトイレがある、④専用の出入口がある、という四つの設備

要件を満たしていることをいう。 

したがって、上記の要件を満たしていれば、ふだん人が居住していなくても、ここでいう「住宅」と

なる。 

 

（２）居住世帯のない住宅 

 ふだん人が居住していない住宅は「居住世帯のない住宅」とし、「一時現在者のみの住宅」と「空き

家」に区分される。 

  

①一時現在者のみの住宅 

 昼間だけ使用している、何人かの人が交代で寝泊まりしているなど、そこにふだん居住している者が

一人もいない住宅。 

 

②空き家 

 別荘、二次的住宅、賃貸用の住宅で入居者がまだないもの、売却用の住宅で入居者がいないもの、そ

の他の住宅に区分される。 

◆二次的住宅 

・別荘：週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、ふだんは人が住んでいな

い住宅。 

・その他：ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりするなど、たまに寝

泊まりしている人がいる住宅。 

◆賃貸用の住宅 

新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅。 

◆売却用の住宅 

新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅。 



 

 101 

 
 

 
 

第 

４ 

章 

◆その他の住宅 

上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不

在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など。空き家の区分の判断が困難

な住宅を含む。 

 

③建築中の住宅 

住宅として建築中のもので、棟上げは終わっているが、戸締まりができるまでにはなっていないも

の（鉄筋コンクリートの場合は、外壁が出来上がったもの）。 

 ※なお、戸締まりができる程度になっている場合は、内装が完了していなくても、「空き家」とする。 

 ※また、建築中の住宅でも、ふだん人が居住している場合には、建築中とはせずに人が居住する一般

の住宅とする。 

 

（３）住宅以外で人が居住する建物  

 住宅以外の建物でも、ふだん人が居住していれば住宅・土地統計調査の対象としており、住宅以外の

建物には次のものが含まれる。 

◆会社等の寮・寄宿舎 

会社・官公庁・団体の独身寮などのように、生計をともにしない単身の従業員をまとめて居住させ

る建物。 

◆学校等の寮・寄宿舎 

学校の寄宿舎などのように、生計をともにしない単身の学生・生徒をまとめて居住させる建物。 

◆旅館・宿泊所 

旅館や宿泊所・保養所などのように、旅行者など一時滞在者の宿泊のための建物。 

◆その他の建物 

下宿屋、社会施設・病院・工場・作業場・事務所などや建設従業者宿舎のように臨時応急的に建て

られた建物で、住宅に改造されていない建物。 

 

※なお、この調査で、「人が居住している」、「居住している世帯」などという場合の「居住している」

とは、ふだん住んでいるということで、調査日現在当該住居に既に 3 か月以上にわたって住んでい

るか、あるいは調査日の前後を通じて 3か月以上にわたって住むことになっている場合をいう。 

 

（４）住宅の種類 

 住宅は、その用途により、専用住宅と店舗その他の併用住宅に区分される。 

◆専用住宅  

居住の目的だけに建てられた住宅で、店舗、作業場、事務所など業務に使用するために設備された

部分がない住宅。 

◆店舗その他の併用住宅 

商店、飲食店、理髪店、医院などの業務に使用するために設備された部分と居住の用に供せられる

部分とが結合している住宅や農業、林業、狩猟業、漁業又は水産養殖業の業務に使用するために設

備された土間、作業場、納屋などの部分と居住の用に供せられる部分とが結合している住宅。 
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（５）住宅の建て方 

 住宅の建て方は、一戸建、長屋建、共同住宅、その他に区分される。 

◆一戸建 

一つの建物が一住宅であるもの。 

◆長屋建 

二つ以上の住宅を一棟に建て連ねたもので、各住宅が壁を共通にし、それぞれ別々に外部への出入

口をもっているもの。いわゆる「テラスハウス」と呼ばれる住宅もここに含まれる。 

◆共同住宅 

一棟の中に二つ以上の住宅があり、廊下・階段などを共用しているものや二つ以上の住宅を重ねて

建てたもの。階下が商店で、2階以上に二つ以上の住宅がある場合も「共同住宅」とされる。 

◆その他 

上記のどれにも当てはまらないもので、例えば、工場や事務所などの一部が住宅となっているよう

な場合。 

 

（６）建物の階数  

建物全体の地上部分の階数。地階は含めない。なお、中 2階や屋根裏部屋は階数に含めない。 

 

（７）建物の構造  

建物の構造は、木造、防火木造、鉄骨・鉄筋コンクリート造、鉄骨造、その他に区分される。 

※なお、二つ以上の構造から成る場合は、床面積の広い方の構造による。 

◆木造（防火木造を除く） 

建物の主な構造部分のうち、柱・はりなどの骨組みが木造のもの。ただし、「防火木造」に該当する

ものは含めない。 

◆防火木造  

柱・はりなどの骨組みが木造で、屋根や外壁など延焼のおそれのある部分がモルタル、サイディン

グボード、トタンなどの防火性能を有する材料でできているもの。 

◆鉄骨・鉄筋コンクリート造  

建物の骨組みが鉄筋コンクリート造、鉄骨コンクリート造又は鉄筋・鉄骨コンクリート造のもの。 

◆鉄骨造  

建物の骨組みが鉄骨造（柱・はりが鉄骨のもの）のもの 。 

◆その他  

上記以外のもの。例えば、ブロック造、レンガ造などのものが含まれる。 

 

（８）建築の時期  

人が居住する住宅の建築の時期。住宅の建築後、建て増しや改修をした場合でも、初めに建てた時期

を建築の時期とする。ただし、建て増しや改修をした部分の面積が、建て増しや改修後の住宅の延べ面

積の半分以上であれば、建て増しや改修をした時期を建築の時期とする。 
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（９）住宅の所有の関係  

 人が居住する住宅について、所有の関係は、持ち家、公営の借家、都市再生機構・公社の借家、民営

借家、給与住宅に区分される。 

◆持ち家 

そこに居住している世帯が全部又は一部を所有している住宅。最近建築、購入又は相続した住宅で、

登記がまだ済んでいない場合やローンなどの支払が完了していない場合も「持ち家」とする。また、

親の名義の住宅に住んでいる場合も「持ち家」とする。 

◆公営の借家 

都道府県、市区町村が所有又は管理する賃貸住宅で、「給与住宅」でないもの。いわゆる「都営住宅」、

「区営住宅」などと呼ばれているものがこれに当たる。 

◆都市再生機構（旧公団）・公社の借家 

「都市再生機構（旧公団）」や都道府県・市区町村の「住宅供給公社」・「住宅協会」・「開発公社」な

どが所有・管理する賃貸住宅で、「給与住宅」でないもの。いわゆる「UR 賃貸住宅」、「公社住宅」な

どと呼ばれているものがこれに当たる。なお、雇用・能力開発機構の雇用促進住宅もここに含める。 

◆民営借家 

国・都道府県・市区町村・都市再生機構（旧公団）・公社以外のものが所有又は管理している賃貸住

宅で、「給与住宅」でないもの  

◆給与住宅 

社宅、公務員住宅などのように、会社、団体、官公庁などが所有又は管理して、その職員を職務の

都合上又は給与の一部として居住させている住宅。会社又は雇主が借りている一般の住宅に、その

従業員が住んでいる場合を含む。この場合、家賃の支払の有無を問わない。 

 

（10）高齢者等のための設備 

高齢者等のための設備・構造は次のとおり区分される。 

 ◆手すりがある 

高齢者などが住宅内でバランスを崩して転倒したりしないよう安全に生活するために手すりが設置

されている場合。 

◆またぎやすい高さの浴槽 

   浴槽のまたぎ込みの高さ（洗い場から浴槽の縁までの高さ）が高齢者や身体障害者などに配慮され

ている場合。なお，高齢者の場合は，約 30～50 センチメートルをまたぎやすい高さとした。  

◆廊下などが車いすで通行可能な幅 

   廊下や部屋の入口の幅が約 80 センチメートル以上ある場合  

◆段差のない屋内 

   高齢者などが屋内で段差につまずいて転倒したりしないよう設計されている場合。なお，玄関の“上

がりかまち”や階段は，ここでいう段差に含めない。  

◆道路から玄関まで車いすで通行可能 

  敷地に接している道路から玄関口までに，高低差や障害物などがなく，車いすで介助を必要とせず

通れる場合。なお，高低差等がある場合でも，ゆるやかな傾斜路（スロープ）などが設置され，車

いすで通れる場合はここに含めた。  



 

 104 

 
 

 
 

第 

４ 

章 

 

（11）家族類型 

家族類型は、若年・中年単身世帯、若年・中年夫婦のみ世帯、ファミリー世帯、高齢者単身・夫婦の

み世帯、その他に区分される。 

◆若年・中年単身世帯 

高齢単身世帯（65歳以上の人一人のみの一般世帯）を除く単独世帯（世帯人員が一人の世帯）。 

◆若年・中年夫婦のみ世帯 

高齢夫婦世帯（夫 65 歳以上、妻 60歳以上の夫婦 1組のみの一般世帯）を除く夫婦のみの世帯。 

◆ファミリー世帯 

夫婦と子供から成る世帯および 3世代世帯。 

※「3 世代世帯」とは、世帯主との続き柄が、祖父母、世帯主の父母（又は世帯主の配偶者の父母）、

世帯主（又は世帯主の配偶者）、子（又は子の配偶者）及び孫の直系世代のうち、三つ以上の世代が

同居していることが判定可能な世帯をいい、それ以外の世帯員がいるか否かは問わない。したがっ

て、4世代以上が住んでいる場合も含む。また、世帯主の父母、世帯主、孫のように、子（中間の世

代）がいない場合も含む。一方、叔父、世帯主、子のように、傍系となる 3世代世帯は含まない。 

※平成 7年国勢調査の 3世代世帯については、定義が異なるため、「夫婦、子供と両親から成る世帯」・

「夫婦、子供と片親から成る世帯」・「夫婦、子供、親と他の親族から成る世帯」を 3 世代世帯とし

て算出した。 

◆高齢者単身・夫婦のみ世帯 

高齢単身世帯（65 歳以上の人一人のみの一般世帯）および高齢夫婦世帯（夫 65 歳以上、妻 60 歳以上

の夫婦 1組のみの一般世帯）。 

◆その他 

上記以外の世帯。 
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○用語の解説 

［P7］ 

人口動態 

自然動態と社会動態を合わせた人口の動き。人口増加数＝自然増加数＋社会増加数 

 

自然動態 

一定期間における出生・死亡に伴う人口の動き。自然増加数＝出生数－死亡数 

 

社会動態 

一定期間における転入・転出に伴う人口の動き。社会増加数＝転入数－転出数 

 

［P18］ 

区立住宅 

 人口減少に歯止めをかける目的で、昭和 40 年代に区独自の施策として供給した住宅。 

 

区営住宅 

 公営住宅法に基づき、区が住宅に困窮する低所得者に対して低廉な家賃で賃貸する住宅。 

 

区営高齢者住宅 

入居対象を高齢者に限定した区営住宅で、バリアフリーや緊急通報システム・生活協力員など高齢者

向けの仕様・設備を備えているもの。 

 

区民住宅 

 区が中堅所得世帯に対して所得に応じた家賃負担で賃貸する住宅。 

 

借上型区民住宅  

主に民間事業者が建設した住宅を財団法人まちみらい千代田が 20 年間借り上げ、中堅所得世帯に対

して所得に応じた家賃負担で居住できる住宅として提供するもの。 

 

［P21］ 

コーポラティブハウス 

 複数の住まい手が建築の専門家とともに共同で住宅の計画をし、各住まい手のニーズに沿ったオリジ

ナルの共同住宅を建てて住むことができる住まい方。 

 

コレクティブハウス 

 トイレ・浴室・キッチンが付いた各々の住戸の他に、住まいの延長として食堂・共用室などの共有ス

ペースを持ち、日常生活の一部を共有しコミュニティを育む住まい方。 
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シェアハウス 

 各々の個室以外のトイレ・浴室・キッチなどを共有し、日常生活の一部を共有しながら、比較的安く

住むことができる住まい方。 

 

ＳＯＨＯ 

 自宅を小規模な仕事場とし、通勤せずに自宅で住みながら働くことができる住まい方。 

 

マルチハビテーション 

 平日は職場に近い都心に住み、週末は自然環境に恵まれた郊外に住むなど、複数の地域に住宅を持ち

行き来しながら住む住まい方。 

 

定期借家制度 

 入居の期限を一定期間に定めることにより、良質な住宅に比較的安く住むことができる住まい方。 

 

［P25］ 

住生活基本計画（全国計画） 

住生活基本法に基づき国が定める、国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する基本的な計画。 

 

最低居住面積水準 

国の住生活基本計画に基づく、世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可

欠な住宅の面積に関する水準。 

 

誘導居住面積水準 

国の住生活基本計画に基づく、世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフス

タイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積の水準。 

 

［P31］ 

新耐震設計基準、旧耐震設計基準 

昭和 56 年 6 月 1 日の建築基準法改正までに着工された建物の耐震基準のことを旧耐震設計基準（旧

耐震）、昭和 56 年 6 月１日以降に着工された建物の耐震基準のことを新耐震設計基準（新耐震）と呼ぶ。 

住宅・土地統計調査では、昭和 55 年以前と昭和 56 年以降とに区分されているため、本白書では、便

宜上、建築時期が昭和 55 年以前の住宅を旧耐震設計基準、昭和 56 年以降の住宅を新耐震設計基準とし

ている。 

 

［P32］ 

高齢者等のための設備のうち基礎的な 3 項目 

「高齢者等のための設備」のうち「手すり」「廊下などが車いすで通行可能な幅」「段差のない屋内」

を基礎的な 3 項目としている。 
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［P36］ 

マンション再生支援調査 

 平成 20 年度に、区内に立地する 3 階建て以上の非木造の分譲マンション及び賃貸マンションを対象

として、マンションの基礎データや管理実態、大規模修繕工事・建替えへの取り組み状況などについて、

財団法人まちみらい千代田が調査したもの。 

 

［P40］ 

公示地価 

 都市およびその周辺地域に標準地を選定し、その正常な価格を公示することにより、一般の土地の取

引価格に対して指標を与え、適正な地価の形成に寄与することを目的として、国土交通省が毎年１回公

示する標準値の価格。 

 

［P61］ 

住宅付置制度 

定住人口確保のための良質な住宅の供給と良好な住環境の整備を図るため、千代田区内で一定規模以

上の敷地で建築物を建設する場合や、一定規模以上の建物を建設する場合に、その規模に応じて住宅を

建設するよう定めた制度。 

 

都心共同住宅供給事業 

東京都の事業認定を受け、地区面積 500 ㎡以上・敷地面積 300 ㎡以上の土地に規定以上の空地と住宅

等をもつ良質な中高層の建築物を整備する事業。一定のオープンスペースと住宅をもった建築物を建築

する場合に、その事業費の一部を補助することにより、市街地環境の整備・改善と併せて、良好な住宅

の供給促進を図っている。 

 

［P63］ 

高齢者向け優良賃貸住宅 

バリアフリーや緊急時対応サービスなど、高齢者が安心して居住できる仕様・設備を備えた民間賃貸

住宅。都道府県知事の認定を受けた高齢者向け優良賃貸住宅には、整備費用の補助や家賃減額に対する

補助など、各種の助成が行われる。 

 

建築物共同化住宅整備促進事業助成 

都心共同住宅供給事業に該当しない比較的小規模な敷地において、空地と住宅をもった建築物を建築

する場合に、その事業費の一部を助成するもの。これにより、市街地環境の整備と良好な住宅の供給を

図り、居住継続及び人口回復を図っている。 

 

市街地再開発事業 

都市再開発法に基づき、市街地内の老朽木造建築物が密集している地区等において、細分化された敷

地の統合、不燃化された共同建築物の建築、公園、広場、街路等の公共施設の整備等を行うことにより、

都市における土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る事業。 
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［P66］ 

サービス付き高齢者向け住宅 

 高齢者の居住の安定を確保することを目的として、バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携し

高齢者を支援するサービスを提供する住宅。 

 

住宅性能表示制度 

「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づき、構造耐力、遮音性、省エネルギー性など住宅性

能を表示するための共通ルール（表示方法、評価方法の基準）を定め、消費者による住宅の性能の相互

比較を可能にする任意の表示制度。 

 

特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律 

住宅の品質確保の促進等に関する法律の規定により建設業者及び宅地建物取引業者が負う新築住宅

に係る瑕疵担保責任の履行の確保等を図るため、建設業者による住宅建設瑕疵担保保証金の供託、宅地

建物取引業者による住宅販売瑕疵担保保証金の供託、住宅に係る瑕疵担保責任の履行によって生ずる損

害をてん補する一定の保険の引受けを行う住宅瑕疵担保責任保険法人の指定等について定める法律。 

 

［P67］ 

住宅エコポイント 

地球温暖化対策の推進及び経済の活性化を図ることを目的として、エコ住宅を新築した者やエコリフ

ォームをした者に対して一定のポイントを発行し、これを使って様々な商品との交換や追加工事の費用

に充当することができる制度。 

 

新たな公 新しい公共 

 地域における住民、NPO、企業等の多様な主体が協働し、従来の公の領域に加え、公共的価値を含む

“私”の領域や、“公”と“私”との中間的な領域にその活動を拡げ、地域住民の生活を支え、地域活

力を維持する機能を果たすこと。 

 

長期優良住宅普及促進事業  

 地域の中小住宅生産者により供給される木造住宅（一定の長期優良住宅）への助成を行い、住宅供給

の担い手である中小住宅生産者による長期優良住宅への取組を促進する事業。 

 

マンション等安心居住推進事業 

 マンションの維持管理、再生について必要なノウハウの蓄積等を図り、良質な分譲マンションのスト

ックの形成を促進するため、ソフト面やハード面のあり方を見直すマンション管理組合等を対象に支援

を行う事業。 

 

住宅・建築関連先導技術開発助成事業 

環境問題等の住宅政策上緊急に対応すべき政策課題について、先導的技術の導入により効果的に対応

するため、先導的技術の開発とその技術を用いた住宅等の供給の促進を目的に、技術開発を行う民間事

業者等に対して国が支援を行う制度。 
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住宅履歴情報 

 円滑な住宅流通や計画的な維持管理、災害や事故の際の迅速な対応等を可能とするため、住宅の設計、

施工、維持管理、権利及び資産等に関する情報を蓄積・活用するもの。 

 

［P68］ 

密集市街地 

 老朽化した木造の建築物が密集しており、かつ、充分な公共施設（道路・公園等）が整備されていな

いことから、火事や地震が発生した場合の延焼防止や避難のために必要な機能が確保されていない市街

地。 

 

ユニバーサルデザイン 

 年齢、性別、国籍、個人の能力等にかかわらず、初めからできるだけ多くの人が利用可能なように、

利用者本位、人間本位の考え方にたって、快適な環境となるようデザインすること。 

 

景観計画 

 景観法に基づく景観行政団体が、景観の保全や創出のために、建物の形態意匠や壁面の位置、色彩な

どについて定める計画。 

 

景観協定 

 景観計画区域内において、土地所有者等が全員の合意のもと、当該土地の区域における良好な景観の

形成に関して締結する協定。 

 

［P69］ 

瑕疵担保保険 

 住宅瑕疵担保履行法に基づき、新築住宅について引渡し後 10 年以内に瑕疵があった場合に、その補

修を行った事業者に対して保険金が支払われる制度。 

 

長期優良住宅 

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に規定する、長期にわたり良好な状態で使用するための

措置がその構造及び設備について講じられた優良な住宅。長期優良住宅の建築・維持保全をする際に、

当該住宅の建築及び維持保全に関する計画（長期優良住宅建築等計画）を作成し、所管行政庁へ認定申

請をすることができる。 

 

［P72］ 

住宅セーフティネット法 

住生活基本法の基本理念に基づき、住宅の確保に特に配慮を要する者（低額所得者、被災者、高齢者、

障害者、子どもを育成する家庭など）について、居住の安定の確保を図るため、賃貸住宅の供給の促進

に関する施策の基本となる事項等を定め、国民生活の安定向上と社会福祉の増進に寄与することを目的

とした法律。（平成 19 年 7 月） 
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［P73］ 

地球温暖化対策条例 

地球温暖化の防止に関し、区民をはじめ、千代田区にかかわるすべての人々が、将来にわたりより健

康で快適な生活をおくるとともに、地球全体の環境保全に貢献することを目的として、①地球温暖化対

策の基本となる考え方、②区や区民、事業者の責務、③地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進につ

いて定めた条例。 

 

環境モデル都市 

地球温暖化対策に取り組む先進的な都市を国が選定し支援するもの。 

 

ヒートアイランド 

都市の気温が郊外よりも高くなる現象。
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データ集 

○年代別定住意向 

 

 

○地域特性に関するデータ 

■各出張所と管轄地域 

 

 

 出張所名 管轄町丁名 

麹
町
地
域 

麹町 

丸の内一～三丁目、大手町一丁目１番～３番および５番～９番(３番４号気象庁を除く)・

二丁目、内幸町一～二丁目、有楽町一～二丁目、霞が関一～三丁目、永田町一～二丁目、

隼町、平河町一～二丁目、麹町一～六丁目、紀尾井町、一番町～六番町、九段南二丁目(１

番４号～35 号)、皇居外苑、日比谷公園 

富士見 

千代田、北の丸公園、一ツ橋一丁目、大手町一丁目３番４号気象庁および４番、九段南

一丁目・二丁目(１番４号～35 号を除く)・三～四丁目、九段北一～四丁目、富士見一～

二丁目、飯田橋一～四丁目 

神
田
地
域 

神保町 
一ツ橋二丁目、神田神保町一～三丁目、三崎町一～三丁目、西神田一～三丁目、猿楽町

一～二丁目、神田駿河台一丁目奇数番地・二丁目奇数番地 

神田公園 
神田錦町一～三丁目、神田小川町一～三丁目、神田美土代町、内神田一～三丁目、神田

司町二丁目、神田多町二丁目、神田鍛冶町三丁目 

万世橋 
神田駿河台一丁目偶数番地・二丁目偶数番地・三～四丁目、神田淡路町一～二丁目、神

田須田町一丁目、外神田一～六丁目 

和泉橋 

鍛冶町一～二丁目、神田紺屋町、神田北乗物町、神田富山町、神田美倉町、岩本町一～

三丁目、神田西福田町、神田須田町二丁目、神田東松下町、神田東紺屋町、神田岩本町、

東神田一～三丁目、神田和泉町、神田佐久間町一～四丁目、神田平河町、神田松永町、

神田花岡町、神田佐久間河岸、神田練塀町、神田相生町 

 

5.5%

16.7%

22.7%

43.2%

59.3%

70.7%

76.6%

65.8%

68.5%

63.2%

45.3%

30.6%

27.2%

17.2%

8.2%

1.8%

2.5%

4.3%

0.0%

0.0%

0.0%

8.2%

1.8%

1.2%

0.7%

0.0%

0.0%

0.0%

12.3%

7.1%

8.6%

5.0%

10.2%

3.9%

3.9%

0.0%

4.2%

1.8%

1.4%

0.0%

2.3%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60～64歳

65～69歳

70歳以上

定住するつもり 当分はここに住むつもり
近いうちに区外に

転出するつもり

1年以内に区外に

転出するつもり
わからない 無回答

資料：平成 24 年千代田区民世論調査 
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計（不詳を除く） 

若年・中年
単身世帯

若年・中年
夫婦のみ世帯

ファミリー世帯
高齢者

単身・夫婦のみ世帯
その他 合計

麹町 1,397 749 2,291 1,073 913 6,423

富士見 3,156 386 900 565 356 5,363

神保町 996 236 473 443 266 2,414

神田公園 1,357 118 297 343 253 2,368

万世橋 881 173 539 483 164 2,240

和泉橋 1,979 383 676 542 304 3,884

合計 9,766 2,045 5,176 3,449 2,256 22,692

麹町 21.7% 11.7% 35.7% 16.7% 14.2% 100.0%

富士見 58.8% 7.2% 16.8% 10.5% 6.6% 100.0%

神保町 41.3% 9.8% 19.6% 18.4% 11.0% 100.0%

神田公園 57.3% 5.0% 12.5% 14.5% 10.7% 100.0%

万世橋 39.3% 7.7% 24.1% 21.6% 7.3% 100.0%

和泉橋 51.0% 9.9% 17.4% 14.0% 7.8% 100.0%

合計 43.0% 9.0% 22.8% 15.2% 9.9% 100.0%

世
帯

数
（

世
帯
）

割
合
（

％
）

■家族類型別世帯数（出張所別） 

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計（不詳を除く） 

■所有関係別専用住宅数（出張所別） 

公営 ＵＲ・公社 民営 給与住宅

麹町 2,677 3,166 268 73 1,683 1,142 5,843

富士見 1,440 2,974 184 118 1,369 1,304 4,414

神保町 831 1,264 346 0 714 204 2,095

神田公園 231 1,038 108 0 889 41 1,269

万世橋 951 720 0 85 578 58 1,671

和泉橋 1,246 1,660 113 0 1,411 136 2,906

合計 7,376 10,822 1,019 276 6,644 2,885 18,198

麹町 45.8% 54.2% 4.6% 1.2% 28.8% 19.5% 100.0%

富士見 32.6% 67.4% 4.2% 2.7% 31.0% 29.5% 100.0%

神保町 39.7% 60.3% 16.5% 0.0% 34.1% 9.7% 100.0%

神田公園 18.2% 81.8% 8.5% 0.0% 70.1% 3.2% 100.0%

万世橋 56.9% 43.1% 0.0% 5.1% 34.6% 3.5% 100.0%

和泉橋 42.9% 57.1% 3.9% 0.0% 48.6% 4.7% 100.0%

合計 40.5% 59.5% 5.6% 1.5% 36.5% 15.9% 100.0%

戸
数
（

戸
）

割

合
（

％
）

持ち家 借家(計) 合計
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資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計 

■建築時期別専用住宅数（出張所別） 

昭和45年以前 昭和46～55年 昭和56年以降 不詳 合計

麹町 503 1,419 3,752 535 6,209

富士見 318 1,215 2,110 1,495 5,138

神保町 105 178 1,774 178 2,235

神田公園 47 29 1,056 726 1,858

万世橋 289 63 1,256 333 1,941

和泉橋 135 400 2,287 395 3,217

合計 1,397 3,304 12,235 3,662 20,598

麹町 8.1% 22.9% 60.4% 8.6% 100.0%

富士見 6.2% 23.6% 41.1% 29.1% 100.0%

神保町 4.7% 8.0% 79.4% 8.0% 100.0%

神田公園 2.5% 1.6% 56.8% 39.1% 100.0%

万世橋 14.9% 3.2% 64.7% 17.2% 100.0%

和泉橋 4.2% 12.4% 71.1% 12.3% 100.0%

合計 6.8% 16.0% 59.4% 17.8% 100.0%

戸
数
（

戸
）

割
合
（

％
）

資料：平成 20 年住宅・土地統計調査 特別集計（不詳を除く） 

■住宅の延べ面積の状況（出張所別） 

19㎡以下 20～29㎡ 30～39㎡ 40～49㎡ 50～59㎡ 60～69㎡ 70㎡以上 合計

麹町 92 358 242 667 633 912 2,940 5,844

富士見 1,214 858 335 336 407 393 872 4,415

神保町 212 273 151 300 309 338 512 2,095

神田公園 145 475 31 279 132 13 195 1,270

万世橋 31 181 293 157 111 189 709 1,671

和泉橋 83 679 630 339 337 186 652 2,906

合計 1,777 2,824 1,682 2,078 1,929 2,031 5,880 18,201

麹町 1.6% 6.1% 4.1% 11.4% 10.8% 15.6% 50.3% 100.0%

富士見 27.5% 19.4% 7.6% 7.6% 9.2% 8.9% 19.8% 100.0%

神保町 10.1% 13.0% 7.2% 14.3% 14.7% 16.1% 24.4% 100.0%

神田公園 11.4% 37.4% 2.4% 22.0% 10.4% 1.0% 15.4% 100.0%

万世橋 1.9% 10.8% 17.5% 9.4% 6.6% 11.3% 42.4% 100.0%

和泉橋 2.9% 23.4% 21.7% 11.7% 11.6% 6.4% 22.4% 100.0%

合計 9.8% 15.5% 9.2% 11.4% 10.6% 11.2% 32.3% 100.0%

戸
数
（

戸
）

割
合
（

％
）
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○千代田区民世論調査の概要 

調査年度 調査方法 標本数 回答数 調査対象 

平成 15 年度 郵送配布・郵送回収法 2,000 824 

千代田区在住の 

満 20 歳以上の男女 

平成 16 年度 

郵送配布・訪問回収法 1,000 

771 

平成 17 年度 765 

平成 18 年度 707 

平成 19 年度 

郵送配布・郵送回収法 2,000 

824 

平成 20 年度 954 

平成 21 年度 1,031 

平成 22 年度 975 

平成 23 年度 892 

平成 24 年度 893 

 

 

○アンケート調査の概要 

◇区民アンケート調査 

対象 千代田区在住の 20 代～60 代のモニター登録者 

配布数 1,089 人  ※千代田区在住のモニター登録者数 

回収数 240 票 

方法 インターネットアンケート 

時期 平成 24 年 10 月 11 日～24 日 

 

◇区外居住者アンケート調査 

対象 
千代田区に通勤・通学している 20 代～60 代の区外居住者 

（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県在住） 

配布数 5,000 人 

回収数 300 票 

方法 インターネットアンケート 

時期 平成 24 年 10 月 11 日～12 日 
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◇区民アンケート調査 

年代別回答者数       世帯構成別回答者数 

 

 

 

 

 

 

 

◇区外居住者アンケート調査 

年代別回答者数       世帯構成別回答者数 

 

年代 人数 割合 

20 代 31 12.9% 

30 代 84 35.0% 

40 代 72 30.0% 

50 代 37 15.4% 

60 代 16 6.7% 

総計 240 100.0% 

 

 

世帯構成 人数 割合 

単身（65 歳未満） 81 33.8% 

単身（65 歳以上） 1 0.4% 

夫婦のみ（夫婦とも 65 歳未満） 53 22.1% 

夫婦のみ（夫婦とも又はいずれか一方が 65 歳以上） 2 0.8% 

夫婦と子ども（末子が 6 歳未満） 22 9.2% 

夫婦と子ども（末子が 6 歳以上 18 歳未満） 23 9.6% 

夫婦と子ども（末子が 18 歳以上） 13 5.4% 

親と夫婦と子ども（夫婦と末子が 18 歳未満及び親が 65 歳以上） 5 2.1% 

その他 40 16.7% 

総計 240 100.0% 

 

年代 人数 割合 

20 代 60 20.0% 

30 代 60 20.0% 

40 代 60 20.0% 

50 代 60 20.0% 

60 代 60 20.0% 

総計 300 100.0% 

 

世帯構成 人数 割合 

単身（65 歳未満） 82 27.3% 

単身（65 歳以上） 1 0.3% 

夫婦のみ（夫婦とも 65 歳未満） 47 15.7% 

夫婦のみ（夫婦とも又はいずれか一方が 65 歳以上） 1 0.3% 

夫婦と子ども（末子が 6 歳未満） 31 10.3% 

夫婦と子ども（末子が 6 歳以上 18 歳未満） 27 9.0% 

夫婦と子ども（末子が 18 歳以上） 77 25.7% 

親と夫婦と子ども（夫婦と末子が 18 歳未満及び親が 65 歳以上） 8 2.7% 

その他 26 8.7% 

総計 300 100.0% 
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◇住宅施策に対する意識（P54） 

回答者 重要である

どちらかとい

えば重要であ
る

どちらともい

えない

どちらかとい

えば重要では
ない

重要ではない

区民 16.7% 38.8% 31.3% 7.9% 5.4%

区外居住者 19.0% 35.7% 35.7% 3.7% 6.0%

区民 16.3% 40.8% 34.2% 5.8% 2.9%

区外居住者 15.7% 43.3% 34.3% 2.3% 4.3%

区民 10.0% 25.0% 47.1% 12.5% 5.4%

区外居住者 10.3% 35.7% 46.3% 3.0% 4.7%

区民 20.8% 40.8% 31.3% 5.4% 1.7%

区外居住者 16.3% 37.3% 33.7% 7.7% 5.0%

区民 24.6% 42.1% 27.5% 4.6% 1.3%

区外居住者 17.0% 31.3% 38.7% 7.7% 5.3%

区民 13.3% 31.3% 42.5% 5.4% 7.5%

区外居住者 8.3% 34.3% 42.3% 8.0% 7.0%

区民 14.6% 38.3% 40.4% 3.8% 2.9%

区外居住者 12.3% 39.7% 38.0% 5.7% 4.3%

区民 14.6% 37.1% 38.8% 7.1% 2.5%

区外居住者 11.3% 35.0% 45.0% 4.0% 4.7%

区民 15.4% 35.8% 41.7% 5.4% 1.7%

区外居住者 9.0% 38.7% 43.0% 5.0% 4.3%

区民 23.8% 40.4% 31.3% 3.3% 1.3%

区外居住者 15.7% 41.7% 38.0% 1.7% 3.0%

区民 19.6% 44.6% 31.3% 2.9% 1.7%

区外居住者 14.7% 44.3% 35.3% 3.7% 2.0%

区民 27.5% 39.2% 28.8% 2.9% 1.7%

区外居住者 18.0% 41.3% 36.0% 2.7% 2.0%

区民 21.3% 47.5% 28.3% 1.7% 1.3%

区外居住者 15.0% 44.3% 35.7% 3.0% 2.0%

マンションの適正な維持管理を推進するととも
に、管理の良好なマンションの普及を図る

所得に応じた負担で居住可能な公的住宅を供給
する

良質な民間住宅の供給・誘導を図る

新しい住まい方に対するニーズへの対応・支援
を行う

高齢者や障害者が安心して住めるような住宅の

供給・助成制度による支援を推進する

子育て世帯が安心して住めるような住宅の供

給・助成制度による支援を推進する

Ｂ

老朽化したマンションの耐震化・建替えを支
援・誘導する

住宅の品質・性能の向上を図る(環境に配慮し
た住宅の普及・推進、環境衛生の向上など)

Ｈ

Ｆ

Ｍ

Ｇ

Ｅ

Ｌ

Ｉ

住宅困窮度に応じたセーフティネット施策を展

開する

住宅のバリアフリー化を推進する

大規模な開発事業において住宅の供給誘導や住

環境の整備を行う

地域コミュニティ形成へのしくみづくりや、マ

ンション居住者と地域住民の交流支援を行う

日常生活用品小売店や、子育て・介護支援など
生活関連機能の確保を進める

Ｋ

Ｊ

Ｃ

Ｄ

Ａ

 

資料：区民・区外居住者アンケート調査（平成 24 年 10 月実施） 

ｎ：区民 240 人・区外居住者 300 人 
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